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新 潟 市 



 
日ごろから新潟市政の推進につきまして、格別のご高配を賜り厚くお礼申し

上げます。 

コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある一方で、急激な円安や

不安定な国際情勢による原油価格・物価の高騰が続いており、市民生活や経済

は依然として大きな影響を受けています。 

本市としましては、感染症や物価高騰への適時適切な対策を講じております

が、国においても、地域の実情に即した機動的かつ柔軟な施策の展開に向けて、

引き続き必要な対策及び万全な財政措置を講じていただきますようお願い申

し上げます。 

また、デジタル・オンラインの活用が進み、時間と場所に捉われない働き方

が可能になることで、多地域居住・多地域就労が現実のものになっていること

から、地域社会の生産性や利便性を高めることによる多極型の経済社会づくり

が重要であり、国全体で取組が進められています。 

日本海側の拠点都市である本市は、都市部と田園地域が共存していることに

よる「暮らしやすさ」が享受できるとともに、太平洋側の三大都市圏などと高

速道路や新幹線といった高速交通ネットワークでつながれていることから、災

害時はもとより、平時においても、より一層重要な役割を発揮できるものと考

えます。 

こうした基本的な考えにたち、「都市の活力向上」と「住民福祉の向上」の持

続可能な好循環をつくりだすことで、「田園の恵みを感じながら 心豊かに暮ら

せる 日本海拠点都市」を目指すとともに、将来にわたって活力ある日本を 

「新潟」から力強く実現していきます。 

ついては、令和６年度の国の施策・予算編成に対し、ここに取りまとめた要

望項目について、特段のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

 
令和５年６月 

          新 潟 市 長  中 原 八 一 

          新潟市議会議長  皆 川 英 二 



田園の恵みを感じながら

心豊かに暮らせる 日本海拠点都市
～活力ある日本を「新潟」から力強く実現～

福岡

秋田

酒田

山形 仙台

富山

上越
会津

郡山

いわき

高崎
金沢

東 京

中京圏

近畿圏

札幌

大阪・神戸

名古屋

成田

新 潟

都市の
活力向上

住民福祉の
向上

新
潟
市
の
持
続
的
な

発
展
に
向
け
て

好
循
環
を
創
出
！

都市が生み出す活力と財源を
住民福祉の向上に活用

市民の活躍が更なる活力を創出

【国内高速交通ネットワーク】
○高 速 道 路
○新 幹 線
○航 空 路 線

太平洋側の三大都市圏などと
つながる高速交通ネットワーク



要望先 要望書頁

1 内閣府・厚生労働省 3

2 経済産業省 4

3 経済産業省 5

4 経済産業省 7

5 内閣府・財務省・経済産業省・総務省 8

6 農林水産省 10

7 農林水産省 11

8 農林水産省 12

9 農林水産省 13

10 農林水産省 14

11 こども家庭庁 19

12 こども家庭庁 20

13 こども家庭庁・厚生労働省 21

14 こども家庭庁 22

15 文部科学省 23

16 文部科学省 24

17 文部科学省 27

18 文部科学省 28

19 文部科学省 30

20 厚生労働省・こども家庭庁 32

21 厚生労働省 33

22 国土交通省 37

23 新潟駅周辺整備事業の着実な促進 国土交通省 38

24 都市再生緊急整備地域における再開発事業等の着実な促進 国土交通省 40

25 国土交通省 42

26 国土交通省 44

27 国土交通省 46

28 国土交通省 48

29 国土交通省 50

30 国土交通省 52

31 冬期道路交通確保への支援 国土交通省・総務省 54

32 国土交通省 56

33 大河津分水路改修の推進 国土交通省 58

34 今後急速に老朽化する道路・公園施設への的確な維持管理・更新に対する支援 国土交通省 60

35 直轄河川の治水対策の推進 国土交通省 62

36 国土交通省 64

37 国土交通省 66

38 国土交通省 68

39 国土交通省 70

40 国土交通省 72

41 経済産業省 74

42 厚生労働省 76

43 厚生労働省 77

44 厚生労働省 78

45 環境省 79

46 環境省 80

47 環境省 85

48 経済産業省・原子力規制庁 86

49 内閣官房 87

50 東日本大震災に係る避難者支援 復興庁 89

51 石油流出対策事業に関する支援 経済産業省・環境省 90

52 環境省 93

要
望

一
般
提
案

すべての水俣病被害者の救済に向けた取組の推進

原子力発電所の安全対策

北朝鮮による拉致問題の早期解決

放射性物質を含む浄水汚泥の処分

日本海側エネルギーインフラの整備

国民健康保険事業の安定的運営のための支援

介護保険制度の安定的運営のための支援

難病対策の充実と財政措置

脱炭素社会の実現

廃棄物処理施設の整備にかかる財源の確保

直轄国道の整備推進

広域新潟海岸の浸食対策の推進・促進

信濃川水系中ノ口川の国による水系一貫となった治水対策の推進

老朽化が進む下水道施設の機能確保への支援

総合的な浸水対策及び下水道施設の地震対策への支援

下水道による効率的な汚水処理や資源の有効活用など持続可能な事業運営への支援

公共交通施策の総合的推進に対する支援

国道７号新潟駅交通ターミナル整備事業の推進

国際拠点港湾・総合的拠点港としての新潟港の機能強化

新潟空港の機能強化

新潟中央環状道路をはじめとする多核連携型の都市構造を支える道路整備の促進

日本海国土軸の形成と太平洋軸との連携強化及び道路ネットワークの強化

地域と学校の連携・協働体制構築事業の推進

子ども農山漁村交流プロジェクトの拡充

障がい者支援施設及び福祉型障がい児入所施設の整備に係る支援

予防接種制度の充実と財源の確保

魅力的な地域をつくる
地方の拠点化を図る大型プロジェクトに必要な財源の確保

子どもの医療費助成制度の創設

良好な保育環境及び保育の質の確保

放課後児童健全育成事業の充実

「GIGAスクール構想の実現」のための継続的な支援

教職員定数等の改善

教育環境向上に向けた公立学校施設の整備促進

中国向けの米と米加工品の飛躍的な輸出量拡大に向けた環境整備

農業農村整備事業関係予算の確保

低平地農業地域における新たな支援制度の創設

食肉センターの機能維持に対する支援

結婚・出産・子育ての希望をかなえる
妊婦健康診査の充実に向けた制度の確立と必要な財源の確保

令和６年度　国の施策・予算に対する提案・要望　項目一覧
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地方に仕事をつくる、人の流れをつくる
地方への人の流れの定着・加速化

航空需要の回復期に向けた製造基盤の整備

創業促進に資する支援施策の拡充

商店街環境整備に係る継続的な支援の実施

地方拠点強化税制の制度拡充

水田農業に係る助成制度の継続と予算確保



地方創生推進に向けた提案・要望 

 

地方に仕事をつくる、

人の流れをつくる 
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１ 地方への人の流れの定着・加速化 

 

（内閣府、厚生労働省） 

地方への移住・定住促進を図るため、移住支援金の移住元要件につい

て、東京圏に居住のすべての者を対象とするなど、更なる要件緩和を要望

します。 

また、地方移住の裾野の拡大に向けて、地方でのテレワークや選択的

週休３日制、兼業・副業など地方との関わりを可能とする多様な働き方を

積極的に推進することをあわせて要望します。 

 

 

【提案・要望理由】 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、テレワークなど時間や場所に捉わ

れない働き方や副業・兼業などの多様な働き方の普及とあわせて、若い世

代を中心に地方暮らしへの関心が高まる契機となりました。地方において

は、今後も、これらの社会変化を的確に捉え、地方への移住・定住促進や

関係人口創出に係る施策を着実に進めていくことが重要となります。 

つきましては、国を挙げて地方分散の流れをさらに加速させる施策に積

極的に取り組むことを要望します。 

   

【本市の現状】 

新潟県人口移動調査結果報告によると、「職業」を理由とした県外との転

出入数は転出超過が続いており、20～24 歳の若者の転出超過が特に多い

状況です。 

そのため、企業における人材の確保及び育成がますます重要となることか

ら、若者の市内就労の意識醸成や、若者から選ばれる魅力的な企業を増や

す取り組みに加えて、本市への移住・定住の促進及び将来の移住の導線と

なる関係人口の創出に力を入れていく必要があります。 

 
 

【提案・要望の効果】 

 移住支援金の要件を緩和することにより、地方への移住がより加速する

ことが期待されます。また、テレワークや兼業・副業など柔軟な働き方を推

進することにより、地方との関わりが増えるなど、地方移住の裾野が拡大す

ることが期待されます。 
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２ 航空需要の回復期に向けた製造基盤の整備 

 

（経済産業省） 

航空需要の回復期に向け、中小企業の航空機事業の拡大に必要な

大型設備投資補助制度の創設を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

 航空機産業は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、厳しい状況が

続いてきましたが、今後の需要回復期に速やかに対応できる体制の確保

が極めて重要です。 

しかしながら、資金力に限りのある中小企業では、一旦、縮小した同産

業において、再び航空需要の回復を見据えた先行投資は極めて困難なこ

とから、国として航空機産業に特化した大型設備投資支援制度の創設を

要望します。 

 

【本市の現状】 

本市では NIIGATA SKY PROJECT として、航空機関連産業支援を

多角的に進めてきました。国内唯一の自治体主導型の航空機部品製造

共同工場を運営し、地方創生推進交付金等の外部資金を活用しながら、

中小企業の人材育成や設備投資、販路開拓を支援してきました。 

近年では、地域企業と連携しながら航空機部品の取引拡大を目指す 

新会社が本市に設立され、順調に売上高を伸ばしてきたところですが、コ

ロナ禍により厳しい状況が続いてきました。 

現在、今後の需要回復期に向けた体制の維持を図るとともに、デジタル

技術を活用した生産効率化に取り組んでおり、今後は、付加価値の高い

航空機エンジン部品の受注獲得に向け連携体制の強化を検討していると

ころです。 

 

【提案・要望の効果】 

優れた技術を有しながらも資金力の面で困難であった中小企業の事業

拡大や新たな展開が可能となり、地域の中核となるような企業に成長する

ことで国内の有力なサプライチェーンとしての役割を果たし、我が国の  

航空機産業の維持、発展に寄与します。 
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３ 創業促進に資する支援施策の拡充 

 

（経済産業省） 

新たな地域経済の担い手の創出に向け、未来を見据えた新しいビジ

ネスに挑戦しようとする起業家を後押しするための補助制度の創設をは

じめとした、創業促進に資する支援施策の拡充について要望します。 

 

【提案・要望理由】 

新たな地域経済の担い手を創出することは、産業の新陳代謝を促進し、

新たな雇用を生み出すなど、我が国経済の活性化にもつながることから、

創業における諸課題に対応する支援施策の拡充を図る必要があります。 

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大に起因するビジネス環

境の大変革は、既存の企業の存続に大きな影響を与えています。 

地域経済の新たな担い手を生み出していくためには、ウイズコロナ時代

における新たなビジネスの創出が重要であり、国の令和４年度補正予算に

おいても企業の事業再構築を促しているところですが、当該制度は既存

企業を対象とした制度となっています。 

つきましては、先行きの見えない現在の状況下でも新たなビジネスの創

出に挑戦しようとする起業家を後押しできるよう初期投資に係る経費など、

創業に要する経費を補助する制度の創設をはじめとした、創業促進に資

する施策の拡充を要望します。   
   

【本市の現状】 

総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査結果」及び総務省・経済産業省

「平成 28 年経済センサス活動調査結果」によると全国の開・廃業率は事業所

ベースでそれぞれ 5.0％・7.6％に対し、本市の開・廃業率はそれぞれ 5.1％・

7.0％となっています。 

開廃業率が高い国ほど、一人当たり経済成長率が高いとされている中、我

が国の開廃業率は米国や欧州主要国と比べ、低い水準で推移していること

から、創業の促進に引き続き力を入れていく必要があります。 
 

【提案・要望の効果】 

新しいビジネスに挑戦しようとする起業家の初期投資に係る経費など、

創業に要する経費を補助することにより、開業率の上昇が期待されます。 
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４ 商店街環境整備に係る継続的な支援の実施 

 

（経済産業省） 

商店街が買い物環境の提供や地域の安心・安全を考慮したまちづく

りへの貢献といった公共的な役割を継続して果たすため、アーケード等

の共同施設を適切な形で管理することができるよう、国が平成 26 年度ま

で実施した「商店街まちづくり事業」などの活用しやすい支援策や地域

特性を考慮した制度の創設を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

商店街は、買い物環境を提供するだけでなく、国や地方公共団体の支

援制度を活用しながらアーケードや街路灯、防犯カメラ等の共同施設を設

置し、地域の安心・安全を考慮したまちづくりに貢献をしてきました。 

特にアーケードは、降雪等の影響を大きく受ける日本海側の都市におい

て、安全で快適な歩行空間の確保に極めて重要な役割を果たしており、ア

ーケードを活用した様々な取組みが、地元商店街のみならず、本市の魅力

発信や交流人口の拡大などにつながっています。 

一方で、商店街の共同施設の改修に要する多額の経費は、団体会員

の高齢化等による組織力の低下や会員数の減少、資金不足に加え、新

型コロナウイルス感染症の影響による消費行動の変化といった多くの課題

を抱える商店街団体にとって、過大な負担となっており、支援を求める声

が届いています。 

今後も商店街が地域に期待される役割を担いながら、安心・安全なにぎ

わいと交流の場として持続できるよう、活用しやすい支援策や、気象条件

等の地域特性を考慮した制度の創設を求めます。 

 

【本市の現状】 

本市では、「新潟市商店街環境整備事業」により、商店街のアーケード等

の共同施設を設置、改修、撤去する場合の支援をしていますが、本事業だけ

では資力のない商店街には負担が大きく、実施が困難な状況です。 

 

【提案・要望の効果】 

  国の支援策が安定的かつ継続して実施されることで、商店街が公共的

な役割を継続して果たすとともに、商店街の魅力向上のための積極的な

活動を促し、長期的なにぎわい創出につながると考えます。 
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５ 地方拠点強化税制の制度拡充 

 

（内閣府・財務省・経済産業省・総務省） 

令 和 ４年 度 税 制 改 正 により適 用 期 間 の延 長 と要 件 緩 和 がなされ

たが、地 方 への機 能 移 転 の流 れを着 実 なものとするため、さらなる制

度 拡 充 とあわせて、引 き続 き、地 方 移 転 に対 する機 運 醸 成 が一 層

図 られるよう、国 として積 極 的 な推 進 を要 望 します。 

 

【提案・要望理由】 

 地方拠点強化税制は、各自治体における企業誘致の取り組みと相まっ

て、本社機能などの東京圏から地方への移転や、地方における本社機能

を拡充する取り組みを促進することが期待され、一定の効果をあげていま

す。 

令和４年度税制改正により、適用期間延長と制度拡充がなされたものの、

その適用を受けるためには令和５年度末までに、特定業務施設整備計画

を作成し、県知事認定を得る必要があります。一方、本社機能等の移転に

は構想から実現まで相当程度の期間を要することが一般的です。 

新型コロナウィルスを契機とした様々なリスクへの対応を見据え、企業の

拠点分散機運の高まりが期待される中、再び東京圏への転入超過の流れ

が見られることから、適用期間の延長はもとより、引き続き、機能移転に対

する機運醸成が一層図られるよう、国として積極的な推進を要望します。 

 

【本市の現状】 

令和５年度より、本市独自の本社機能誘致に向けた補助制度を大幅に拡

充するとともに、リスク分散といった大都市圏のバックアップ機能や暮らしや

すさなど、本市の優位性を訴えながら、機能移転等に取り組む企業の誘致に

注力しています。 

 

【提案・要望の効果】 

 地方への本社機能移転を確実に推進することにより、本市のみならず、

地方での安定した良質な雇用を創出し、東京圏への人口の過度な集中を

抑制することができます。 
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令和5年度末までに「特定業務施設整備計画」の認定を受けた事業者が、承認
より3年以内に実施した投資(建物・付属設備・構築物)が対象(ｵﾌｨｽ減税分)

→税額控除の増額など、さらなる制度拡充とあわせて、引き続き、
機能移転に対する機運醸成が一層図られるよう積極的な推進を

移 転 型 拡 充 型

概要

東京２３区から移転の場合、
拡充型よりも支援措置を深掘り

支援対象外地域：
東京圏の既成市街地等

地方にある企業の本社機能等の強
化を支援

支援対象外地域：
東京・中部・近畿圏の既成市街地

等

オフィス減税
特別償却２５％
または税額控除７％

特別償却１５％
または税額控除４％

雇用促進税制

①増加雇用者１人当たり
最大90万円を税額控除

②①のうち40万円分は、
雇用を維持していれば、
最大３年間継続

③②は法人全体の雇用増が
なくても、東京から地方
への移転者にも適用

増加雇用者１人当たり
最大30万円を税額控除

地方税の減収
補填

固定資産税、不動産取得税に加え、
事業税についても交付税で減収額
を補填

自治体が固定資産税、不動産取得
税の減免を行った場合、交付税で
減収額を補填

地方における企業の拠点強化を促進する特例措置
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６ 水田農業に係る助成制度の継続と予算確保 

 

（農林水産省） 

麦・大豆・加工用米等の多様な国内農産物への需要に応えることがで

きる条件整備が必須であることから、引き続き水田活用の直接支払交付金

制度の安定的な継続とともに、十分な予算を確保することを要望します。 

 

【提案・要望理由】 

  「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成 25 年 12 月決定、令和４

年６月改訂）にて示された米政策の改革を確実に進めるためには、農業経

営者が自らの判断に基づいて農作物を選択することが可能な環境整備が

必要です。 

   

【本市の現状】 

本市は、高次の都市機能とともに、他の都府県とも比肩する水田面積をは

じめとした農業資源を有する田園型政令指定都市です。 

本市の農業振興は稲作が中心であり、米政策の推進にあたっては、需要

に応じた米施策を進めるため、主食用以外の米とあわせ、麦・大豆や園芸作

物の生産を奨励しています。 

また、本市独自の施策として、水田活用の直接支払交付金に、地域の実

需者と結びついた加工用米・米粉用米や輸出用米、枝豆をはじめとした園芸

作物等に支援の上乗せを行い、需要に応じた米生産の取組みを拡大してい

ます。 

農業者が消費者ニーズや作物需要を踏まえたうえで、作物を生産するた

めには、現行制度の安定的な継続とともに十分な予算の確保を求める声が

生産現場から数多く寄せられています。 

また、直接支払交付金における、５年間水張りが行われていない農地を交

付対象としない取扱いについて、本市では枝豆など水田での転換作物の生

産が多く、ブロックローテーション再構築への配慮が必要です。 

 

【提案・要望の効果】 

  農業経営者の不安が払しょくされ、農業経営者が自らの判断によって

需要に応じた作物の生産を進めることが可能になるとともに、平成 30 年度

から始まっている新たな制度への円滑な移行と農業経営の安定化が図ら

れることにより、本市の農業振興に寄与するものと考えます。 
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７ 中国向けの米と米加工品の飛躍的な輸出量拡大に
向けた環境整備 

 

（農林水産省） 

中国の認可を要する輸出用精米工場及びくん蒸倉庫の指定・登録手

続きの円滑化及び原発事故に伴う中国による米加工品をはじめとする食

品の輸入規制撤廃に向けた働きかけを要望します。 

 

【提案・要望理由】 

中国向けに米を輸出する際には、中国の認可を受けた指定・登録施設に

よる精米及びくん蒸が必要です。現在、本県においても認可申請に取り組ん

でいる施設もありますが、未だに認可を受けておりません。米の輸出に取り組

む主要な産地が集中する北信越地方における輸出拠点整備のためにも、認

可手続きの円滑化に向けた中国への働きかけが必要です。 

また、米加工品の中で主要な輸出品目である米菓、清酒の中国向けの輸

出額は全国的に年々増加傾向にありますが、これらの品目の国内出荷額で

大きなシェアを占める本県産品は、中国による輸入規制が続いています。さ

らなる輸出拡大のためには、本県の米加工品をはじめとする食品について、

輸入規制撤廃に向けた中国への働きかけが必要です。 

 

【本市の現状】 

新潟県の令和４年産新市場開拓用米の認定数量は国全体の約 1/5 を占

めており、全国の米の輸出をけん引しているほか、平成 30 年 11 月に中国に

よる本県産米の輸入規制が撤廃されたことにより、今後さらなる輸出量拡大

が期待されます。 

 

【提案・要望の効果】 

農林水産省は、「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト構想」において、米

と米加工品の年間輸出量を、令和元年の約３万４千トンから、10 万トンまで

引き上げる目標を掲げており、中国の認可を要する輸出指定登録施設の

増加や、食品の輸入規制が撤廃されることで、米と米加工品の飛躍的な

輸出拡大に貢献できます。 
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８ 農業農村整備事業関係予算の確保 

 

（農林水産省） 

農業基盤整備と農村環境保全を農業農村整備事業管理計画どおり

進捗させるため、農業農村整備事業関係予算の確保を要望します。 

特に農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者の申

請、同意、費用負担によらず都道府県が基盤整備を実施できる農地中

間管理機構関連農地整備事業を推進するため、確実な予算確保を要

望します。 

 

【提案・要望理由】 

  本市は農業農村整備事業により、農地のみならず都市部の安心・安全

を確保する排水機場整備、大区画化による生産コストの縮減と汎用化によ

る高収益作物への転換など様々な効果が発現されていますが、今後も老

朽化した農業水利施設の長寿命化をはじめ、ほ場整備事業等の計画的

な進捗を図るためには、引き続き事業を推進していく必要があります。 

   

【本市の現状】 

市域の約 25％が海抜ゼロメートル以下の低平地が広がる本市において、

排水機場による排水は不可欠で、現在も国・県営事業で排水施設を整備・更

新していますが、老朽化が進行し、その長寿命化のための経費がかさんでい

ます。 

さらに、農地を集積・集約化し、生産性の向上や担い手確保につなげるた

めに、ほ場整備事業を重点的に取り組んでいますが、農業者にとって多大な

事業費がかかることもあり、整備率は伸び悩んでいます。 

今後も農業農村整備事業を計画的に実施することにより、防災・減災対策

を講じるとともに、農業者の申請、同意、費用負担を求めない農地中間管理

機構関連農地整備事業を活用し、担い手への農地集積、集約化を加速させ、

意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整えるため、安定的かつ持続的

に予算を確保していく必要があります。 

 

【提案・要望の効果】 

  農業農村整備事業管理計画に基づいた事業実施が可能となり、効率

的な農業が実施できる環境が整えられ、担い手が農業を継続することが可

能となります。 
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９ 低平地農業地域における新たな支援制度の創設 

 

（農林水産省） 

低平地農業地域の農業者は、長年にわたる努力により農地を改良し

生産性を向上してきた一方で、用排水経費といった農業者の努力では

解消できない生産コストを抱え続けています。本市農業のさらなる競争

力強化のために、低平地農業地域における新たな支援制度の創設を要

望します。 

 

【提案・要望理由】 

平成 30 年度からの米の生産調整制度の見直しにより、水田農業にお

いては園芸作物など高収益作物の生産を推進し、経営安定化に取り組ん

でおり、水田を汎用化するための用排水機能の維持は非常に重要です。 

しかしながら、本市のような市域の約 25％を占める広大な海抜ゼロメート

ル地帯を有する地域では、多くの排水機場を 24 時間体制で稼働させるこ

とが必要であり、そのための施設の更新費用や維持管理費が高額となるこ

とから農業者の大きな負担となっています。このような、農業者の努力では

解消できない地形に起因する構造的な問題を解決するため、多大なエネ

ルギーを要する低平地農業地域の条件不利対策として、特定地域並みの

補助率採用など、新たな支援制度を要望します。 

 

【本市の現状】 

本市が位置する越後平野では、これまで土地改良事業による排水対策や

大区画化、汎用化が行われ、本市の水田耕作面積は市町村別で全国第１

位、農業産出額でも全国トップクラスとなっています。また、農業の６次産業

化や農商工連携の推進とともに、大規模農業の改革拠点として国家戦略特

区の取り組みなどを進めてきました。 

しかしながら、その農業地域の大部分を海抜ゼロメートル地帯が占める

本市では、農業者が負担する用排水経費は全国平均の約３倍と高額にな

っており、年間約 20 億円の掛かり増し経費が発生しています。 

また、今般の電気をはじめとする物価高騰は、農業水利施設を維持管理し

ている土地改良区の経営に与える影響も大きくなっています。 
 
【提案・要望の効果】 

 農業者負担の軽減により、農業者の所得向上と、それに伴う担い手への

農地の集積・集約化が進むことに加え、大規模農業に適した平地のポテ

ンシャルを生かした低平地農業の競争力強化につながります。 
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１０ 食肉センターの機能維持に対する支援 

 

（農林水産省） 

県内の安心・安全な食肉の安定供給のため、食肉センターの機能維持

に対する新たな補助制度の創設について要望します。 

 

【提案・要望理由】 

  国は食肉処理施設の施設整備について、再編による合理化及び輸出

拡大を支援の要件にしていますが、人口減少社会において畜産業の発展

や安全・安心な食肉、特に豚肉を供給するためには、既存の施設を適切

に維持していくことも重要です。 

また、食肉をめぐる状況の変化に応じながら、既存施設を長寿命化して

利用していくことは、資源を最大化・最適化していくというストックマネジメン

トの観点からも重要であることから、施設の改修・更新をする場合の補助制

度の創設について要望します。 

   

【本市の現状】 

本市の食肉センターは、豚肉の県内総と畜数のおよそ半数を取り扱って

おり、本県における基幹的と畜場として位置付けられています。 

しかしながら、稼働 31 年目を迎え、多くの設備・機械が耐用年数を超過し

ており、早急に修繕・改修が必要な設備が増加しています。 

このような状況の中、県や県内関係者等と、中・長期的な機能・施設の再

編等を含めた県内食肉センターのあり方について検討を進めていますが、こ

の間、本市の食肉センターが老朽化等により稼働停止となった場合、豚肉購

入量が全国１位である本市を支える食肉関連産業への打撃が予想されるとと

もに、県内の畜産振興と食肉の安定供給に多大な影響を及ぼす懸念があり

ます。 

 

【提案・要望の効果】 

  設備・機械の更新を計画的に行うことにより、施設の長寿命化が図られ、

ライフサイクルコストの低減が期待できます。 

また、畜産業や食肉産業関係者の生産基盤であると畜場機能不全に

対する不安の解消や、食肉の安定供給の維持につながります。 
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名称 新潟市食肉センター ㈱長岡食肉センター しばたパッカーズ㈱

設置者 新潟市 ㈱長岡食肉センター
※H31.4.1 民営化

しばたパッカーズ㈱
運営者 (公財)新潟ミートプラント

稼働年 H5.4月（31年目） S51.4月 H25.2月

と畜許可
頭数（日）

豚 牛 豚換算 豚 牛 豚換算 豚 牛 豚換算

900 30 1,020 600 30 720 1,000 － 1,000

R3稼働率 78.5% 45.3% 66.5%

新潟県内の食肉センターの概要

食肉センターの機能維持に対する支援

長岡食肉センター

新潟市食肉センター

しばたパッカーズ

○「新潟市食肉センター」が県内の総と畜数の43％を取り扱っている

○老朽化しており、稼働停止した場合

既存の補助制度は機能向上等を目的としたものであり、

「現状の安心・安全な食肉の安定供給の維持」を目的とした補助制度の創設を要望

⇒ 豚肉購入量全国上位の本市を支える食肉関連産業へ打撃

県内の畜産振興・安定供給に多大な影響

新潟市
食肉センター

しばた

長岡

（18.4％）

（43.7％）

（38.0％）

合計 430,249頭

※R3年度実績

豚肉購入量（１世帯当たり）

※総務省統計局家計調査（１世帯当たり品目別年間購入量（R2年～R4年平均））

順位

１
２

３

県庁所在地及び政令指定都市

新潟市
さいたま市

横浜市

数量（g）

27,525
26,101

25,817

22,614全国平均

新潟県内の食肉センターの配置図 県内の総と畜数

４

５

静岡市

相模原市
25,683

25,563

187,906頭

163,280頭

79,063頭
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地方創生推進に向けた提案・要望 

 

結婚・出産・子育ての

希望をかなえる 
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１１ 妊婦健康診査の充実に向けた制度の確立と 

必要な財源の確保 

（こども家庭庁） 

妊婦健康診査の実施について、国 の責 任 において、全 国 一 律 の妊

婦 健 康 診 査 制 度 の確 立 と必 要 な財 源 の確 保 を要 望 します。 

 

【提案・要望理由】 

安心して妊娠・出産するため、母子保健法第 13 条第２項により、妊婦に

対する健康診査について「望ましい基準」が定められましたが、いわゆる里

帰り出産や妊娠に伴う転出入に対応するためには、全国どこでも一律の

妊婦健康診査が受診できる制度が必要です。 

現在、妊婦健康診査の財源については、地方交付税で措置されていま

すが、全国どこでも安心して妊娠・出産できる体制を確保するために全額

国庫負担とし、全国一律の妊婦健康診査制度を確立するよう要望します。 

 

【本市の現状】 

本市では、平成 28 年度から「望ましい基準」で示された妊婦健康診査

の全項目に対応した助成を行っていることから、住民サービスが向上した

一方で財政負担が大きくなっています。 

また、里帰り出産で償還払いになる場合には、一時的であったとしても

妊婦の経済的負担等が生じています。 

 

【提案・要望の効果】 

全国一律の妊婦健康診査制度を確立することで、転出入に伴う妊婦の

経済的負担の軽減や手続きの簡素化とともに、全国どこでも安心して妊

娠・出産できる体制を確保することができ、少子化対策にもつながります。 

（参考） 
妊婦健康診査検査費用の推移                      （単位 円） 

年 度 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 

妊婦１人当たりの 

検査費用 
104,680 118,030 118,030 118,210 118,210 118,410 118,410 118,290 118,290 

  

 

 

 平成 28 年度 

右記項目追加 

子宮頸がん検査 1 回、血算 2 回 

血糖 1 回、超音波検査 1 回 
平成 30・令和 2・令和 4 年度 診療報酬改定 

増額 13,350 増額 180 増額 200 減額 120 
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１２ 子どもの医療費助成制度の創設  

 

（こども家庭庁） 

子どもの医療費助成制度について、安心して子どもを産

み・育てられる環境を整え、長期的に安定した制度設計とな

るよう、国において全国一律の制度の創設を要望します。  

 

【提案・要望理由】 

子どもの医療費助成制度は、各自治体がそれぞれ制度設計をしているこ

とで全国の市町村が競い合うような状況になっています。 

その結果、対象年齢や自己負担額など異なる制度での実施となり、住んで

いる地域で格差が生じています。 

本来、子どもの医療費助成制度は医療保険制度のもと全国一律に実施さ

れるべきものと考えます。 

安心して子どもを産み・育てられる環境を整え、長期的に安定した制度設

計となるよう、国において全国一律の新たな制度の創設を要望します。 

 

【本市の現状】 

本市では、医療費助成に係る県の補助が平成 19 年度の政令指定都市移

行後、経過措置期間を経て平成 23 年度から廃止となり、市費単独で医療費

助成制度を継続し、所得制限の撤廃や対象年齢の拡大を行ってきました。 

現在の助成の対象年齢は、通院・入院とも高校３年生までで、自己負担額

は、通院１日 530 円、入院１日 1,200 円、調剤 0 円となっており、所得制限は

ありません。 

令和３年度より通院の対象年齢を、多くの県内他市町村と同様に高校生ま

でに拡充しましたが、人口規模等により財政負担が大きくなっています。 
 

【提案・要望の効果】 

国による全国一律の新たな子どもの医療費助成制度が創設され、安心

して子どもを産み・育てられる環境が整うことで、各自治体においては医療

費助成にかかる費用を地域の実情に応じた他の子育て支援策に充当す

ることができるようになるなど、全国で少子化対策が推進され、人口減少の

歯止めに繋がります。 
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１３ 良好な保育環境及び保育の質の確保 

 

（こども家庭庁・厚生労働省） 

良好な保育環境及び保育の質の確保のため、次の事項を要望します。 

①職員配置基準の見直し 

②施設型給付制度や施設整備に係る交付金等のさらなる拡充 

③家庭での保育を選択する保護者への支援の拡充 

 

【提案・要望理由】 

  少子化の克服のためには、安心して子どもを産み育てられる環境が必

要であり、保護者の子育てと就労の両立を支援するために保育の量と質

の確保が重要です。 

低年齢児の入園増加に伴う食物アレルギーへの対応をはじめ、従来と

比べて保育施設職員に求められる役割や対応が増える中、各施設は安

全かつ良好な保育環境並びに保育の質を確保するため、本市では保育

士や調理員等、独自財源で職員の加配を行っていることから、配置基準

の見直しを要望します。 

また、低賃金や過酷な労働環境を敬遠し、保育人材の確保が困難な状

況となっているほか、長引く物価高騰による施設経営の逼迫や、施設整備

にかかる施設側の超過負担が見られることから、施設型給付制度や施設

整備に係る交付金等のさらなる拡充を要望します。 

併せて、社会全体で多様な子育て環境を支えるという観点から、育児休

業要件の見直し及び給付制度の拡充を含め、家庭での保育を選択する

保護者が、経済的にも精神的にも安心して子育てできるような支援策を要

望します。 

   

【本市の現状】 

本市では、特に低年齢児の保育需要に対応するため、積極的な施設整備

等により必要な定員の確保を行うとともに、安全かつ良好な保育環境及び保

育の質を確保するため、１歳児の保育士配置基準を３対１とするとともに、調

理員の加配を独自財源で行っています。 

 

【提案・要望の効果】 

保育施設及び家庭での安全かつ良好な保育環境が確保されることで、

多くの保護者の子育てと就労の支援につながります。   
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１４ 放課後児童健全育成事業の充実 

 

 （こども家庭庁） 

放課後児童健全育成事業の充実のため、次の事項を要望します。 

① 放課後児童健全育成事業の国補助割合の拡充 

② 利用者の所得に応じた利用料金の明確化など適正な負担基準の明示 

 

【提案・要望理由】 

平成 27 年度からの子ども・子育て支援新制度のスタートに合わせ、対

象児童が全小学生に拡大され、利用希望者が増加し続けていることにより、

施設の狭あい化が問題となっています。利用者の増加に伴い、新規の施

設整備の費用負担や新設する場所、支援員の確保などの問題が急務と

なっており、併せて、事業の拡充に伴い、事業費及び市の負担額も増大し

ていることから、施設整備と同様に国の補助率の嵩上げを要望します。 

また、本市では事業費の一部を利用者からご負担いただいていますが、

国からは適正な利用料金について明確な基準が示されていない状況であり、

公平な利用者負担となるよう保育料の考え方と同様、それぞれの所得の状況

に応じた適正な利用者負担の基準を国により示されることを要望します。 

 

【本市の現状】 

本市においても、子ども・子育て支援新制度に合わせて、条例の施設・運

営基準を策定し、その基準に基づき施設整備や有資格者の配置など、放課

後児童クラブの利用者の受け入れ態勢の強化と施設環境の向上に努めてい

ます。運営主体も社会福祉法人の他に、地域の子どもたちは地域で見守っ

ていただくよう、地元の皆さまから運営をお願いしているところもありますが、

いずれも増え続けるニーズに対し、支援員等の人材の確保に苦慮していま

す。人材の確保のために支援員の待遇改善や施設の維持管理に係る経費

の増加などにより、総事業費は拡大しています。 

また、利用料金についても、一定額のご負担をいただいていますが、低所

得者層などへの負担軽減策など市独自の取り組みを実施しています。 

 

【提案・要望の効果】 

国からの補助金額が増えることにより、安定的な事業実施が見込まれる

ことに加え、子育て世帯が安心して利用できるようになるとともに、公平な

利用者負担制度が実現すると考えます。 
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１５ 「GIGA スクール構想の実現」のための継続的な支援 

 

（文部科学省） 

「GIGA スクール構想の実現」における、児童生徒１人１台端末および

指導者用端末の修繕・更新に必要となる財源を確保し、継続的な支援

を要望します。 

併せて、１人１台端末を効果的に活用するため、情報通信技術支援

員の配置や GIGA スクール運営支援センターについて更なる支援の充

実を要望します。 

また、今後導入される「デジタル教科書」の活用等により通信回線の

ひっ迫が想定されるため、通信費に対する更なる財政措置とともに、地

方都市における通信事業者のインフラ整備に対する支援を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

児童生徒１人１台端末および指導者用端末の修繕・更新が必要となりま

すが、初期整備に限定せず、修繕・更新に係る費用についても財源を確

保し、将来にわたって継続的に支援を行うことを要望します。 

また、ＩＣＴ化の更なる推進により、通信回線のひっ迫が予想されるため、

回線増強に係る費用負担増が考えられ、地方都市における通信事業者

のインフラ整備も必要です。 

 

【本市の現状】 

文部科学省の示す「１人１台端末」整備の前倒しにより、令和２年度に整備

を完了しましたが、端末の修繕費が必要となっていることやリース期間満了後

等には、更新に要する費用として総額で約 31 億円を超える事業費が必要と

なる見込みです。 

また、整備された端末を効果的に活用するために、情報通信技術支援員

を配置するとともに、GIGA スクール運営支援センターや地域の企業と連携し

ながら、プログラミング教育等の一層の充実を図ります。 
 

【提案・要望の効果】 

１人１台端末の活用は、学習活動の更なる充実が期待できることから、

修繕や更新費用も含めて、継続して財源を確保することにより、学校教育

の情報化の推進が可能となります。 

23



 

１６ 教職員定数等の改善 

 

（文部科学省） 

きめ細かな教育の実現及び学校における働き方改革の促進のため、

教職員の基礎定数及び加配定数の改善並びに専門スタッフの配当の

改善を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

近年、教育環境や教育内容について、個別最適化を図るための大きな

改革が行われています。これに伴い、教職員は、そのための研修や準備

に追われて労働時間が長時間化する傾向にあり、本来の業務に集中しに

くく、子どもと向き合う時間を十分に確保することのできない状況が生じて

います。 

教職員が本来の業務に集中し、子どもとしっかり向き合うためには、ゆと

りのある教職員数で業務の分担と協働を進めるとともに、専門スタッフを活

用していくことが不可欠です。 

 

【本市の現状】 

近年の急激な教育改革や多様な子どもへの対応により、依然として多数

の教職員が長時間勤務せざるを得ない状況にあります。そして、このことが教

職員のなり手不足にもつながっています。 

また、教員業務支援員や部活動指導員の配置を進めていますが、配置校

における効果にとどまり、本市全体の学校における働き方改革につながって

いません。更には、特別支援教育の必要性が年々高まり、特別支援教育支

援員の重要性が増すばかりです。 

このような状況にあって、学校からは、より一層の人的支援を求められてい

ます。 

 

【提案・要望の効果】 

教職員の基礎定数及び加配定数の改善並びに専門スタッフの配当の

改善は、教職員のワーク・ライフ・バランスを確立してその心身の健康を保

持し、ひいては、子ども一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな教育の実

現に寄与します。 
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教職員の勤務状況（令和３年度） 

 （１）月平均時間外在校等時間 

 

（２）年間時間外在校等時間３６０時間超の割合 
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１７ 教育環境向上に向けた公立学校施設の整備促進 
 

（文部科学省） 

公立学校施設の老朽施設解消を重点的に実施し、安全・安心で快適 

な教育環境の向上を図るとともに、次世代を担う人材育成に向けた教育 

環境の整備を図るため、次の事項を要望します。 

①長寿命化改良事業の要件緩和・拡充 

②空調設備設置事業の補助単価の引き上げと財源の確保 

③新増改築事業の強化・拡充 

 

【提案・要望理由】 

①これまで当市は、建築後 30 年以上の学校施設について大規模改造事

業を活用し長寿命化を図ってきました。しかし、同事業が移行された長

寿命化改良事業は、建築後 40 年以上といった要件があること、また設

備更新などの老朽化対策の単体工事は対象外であることから、補助要

件の緩和及び制度の拡充を要望します。 

②大規模改造の質的整備にかかる空調設置の補助単価は実工事費と大

きな乖離があるため、補助単価の引き上げと必要な財源の継続的な確

保を要望します。 

③新増改築事業について、学校規模適正化の推進や安全で良好な教育

環境確保のため、計画事業量に見合う国庫補助の確保及び国庫補助

率の嵩上げを要望します。 

【本市の現状】 

①昭和 40 年代後半から 50 年代にかけての児童生徒の急増期に建てられ、

老朽化が進んだ大量の校舎等の改修が喫緊の課題です。 

②これまでも国の交付金等を活用し、教室に空調設備を設置してきました

が、未設置となっている教室等への設置、また、今後機器更新が大量に

必要となります。 

③児童生徒数が減少している学校は、地域の合意に基づき統合を推進し、

必要に応じて施設整備を行っています。また、宅地造成等により教室不足

となっている学校については、新増改築を行っています。 

【提案・要望の効果】 

大量の老朽施設の改修は喫緊の課題であり、早急の対策により安全・

安心で快適な教育環境の向上が図られることはもとより、地域活動や、災

害発生時の市民の命を守る拠点としてこれまで以上に活用される施設とな

ります。 
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１８ 地域と学校の連携・協働体制構築事業の推進 

 

（文部科学省） 

地域と学校の連携・協働体制構築事業を持続的かつ効果的に推進

できるよう、実施所要額に係る補助率の嵩上げ等の財政的支援措置とと

もに、補助対象経費の拡充を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

本市では、国の補助を受け、「地域と学校パートナーシップ事業」を実

施することで、学校を核とした地域づくりを充実させてきました。今後、「地

域と共にある学校づくり」を、より進化させるためには、パートナーシップ事

業を持続的かつ効果的に推進する必要があることから、財政的支援の拡

充を要望するものです。 

 

【本市の現状】 

本市では、新潟市教育ビジョンの基本施策の中核として「学・社・民の融合

による人づくり、地域づくり、学校づくり」を推進し、その主要事業として、平成

19 年度から「地域と学校パートナーシップ事業」を実施しています。 

当初、市単独予算で８校から開始した本事業は、年次的に拡充し、今では

地域教育コーディネーターをすべての新潟市立小・中学校、中等教育、特

別支援及び高等学校に配置し、年間約 36 万人を超える学校支援ボランティ

ア（令和４年度）の協力を得ながら事業を展開するなど、新潟らしい教育の推

進の一翼を担い、「地域と共にある学校づくり」が進んでいます。 

令和４年度に新潟市立の全小・中学校等に学校運営協議会制度が導

入され、各校では「学校運営の方針」を踏まえ、より重点化した内容で地域

学校協働活動が進められるようになっています。今後、「学校を核とした地

域づくり」を一層、推進していくにあたり、地域学校協働本部の中核的な役割

を担う地域教育コーディネーター（令和５年４月１日現在 316 名）の活動に係

る費用、環境の整備に係る財源が不足しています。 
 

【提案・要望の効果】 

地域教育コーディネーターの複数制の推進など勤務体制の整備や、力

量向上に向けた取組を進めることで、「地域と共にある学校づくり」「学校を

核とした地域づくり」が一層、進められていくことが期待されます。そのこと

により、子どもの学びと成長を地域全体で支えていく体制も一層、強固なも

のになり、児童・生徒の学力向上や自己肯定感の醸成、人とかかわる力や

社会性の伸長が図られ、地域への愛着も育まれていきます。 
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高等学校での探究学習 

新潟市「地域と学校パートナーシップ事業」（平成１９年度～） 
 

事業概要 
学校が地域に開かれ、地域と共に歩むことができるように、地域教育コーディネーター（令

和 2 年度より会計年度任用職員）を市内全校に配置し、学校と社会教育施設、地域活動を結

ぶネットワークを形成して、学・社・民の融合による教育を推進し、成果を残している。 
 ＜事業推進の４本柱＞ 

  ・学校、社会教育施設、地域活動を結ぶネットワークづくり 
  ・学校の教育活動、課外活動における地域人材の参画と協働 
  ・学校における地域の学びの拠点づくり 
  ・学校の教育活動を地域に発信 

 令和２年度より、事業実施校を高等学校にも拡大し、感染症対

策を講じながら地元企業や地元大学と連携した取組を進めてき

ている。 

 

主な取組み 

授業補助、キャリア教育(職業体験など)、クラブ活動補助（茶道・囲碁・将棋）、読書活動

補助(読み聞かせ、図書の整理)、放課後学習教室、食育・郷土料理づくり、公民館と連携し

た朝ごはん運動等、伝統芸能伝授、体験学習、校外学習引率補助、環境整備(樹木の剪定・

花壇整備等)、地域美化活動、地域防災活動、高齢者との交流活動、インターンシップ、オ

ープンキャンパス など 

参考 令和 4年度の「のべ事業数」」「のべボランティア数」 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、各校では校内及び地域の状況を踏まえ、

様々な配慮や工夫をしながら取組を進めてきている。  
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１９ 子ども農山漁村交流プロジェクトの拡充 

（文部科学省） 

生きる力を育み、持続可能な社会を実現する子どもを育てるために 

子ども農山漁村交流プロジェクトの大幅な拡充を要望します。 

①農林漁業体験活動補助のための財政措置 

②農林漁業体験学習における教員数の特別措置 

 

【提案・要望理由】 

①本市をはじめとする地方においては、田園資源等の地域性を活かした

多様で豊かな農林漁業体験活動を行っていることから、宿泊を伴う体験

活動だけでなく、日帰り体験活動も対象に加えるなどの大幅な拡充を要

望します。 

②全国の学校において、学校のカリキュラムに位置付けられる多様で豊か

な農林漁業体験活動に係る指導方法を開発するためには、専門的知

識と技能をもち、指導的役割を果たす教員を配置することが不可欠で

あるため、教員数の特別措置を要望します。 
 

【本市の現状】 

本市は、農産物の大生産地と大消費地が近接する特徴を活かした「田園

型政令指定都市」としてのまちづくりを進めています。 

平成 26 年度には、多様な農業体験を展開する日本初の宿泊型公立教育

ファームである「新潟市アグリパーク」を開設するとともに、「新潟発 わくわく

教育ファーム推進事業」を立ち上げ、本市農林水産部や教育委員会を中心

に関係機関と推進体制を整えました。また、学校の授業と農業体験を結びつ

けて、学習指導要領上の位置付けを明確にした農業体験学習プログラム「ア

グリ・スタディ・プログラム」も作成しました。令和４年度からは食と農に関わるＳ

ＤＧｓや、ＧＩＧＡスクール構想（１人１台端末）の視点も加えています。 

学校と農業関係者などとの連携を横断的にまとめ、体系的な取り組みとし

て整理・展開する本市の教育ファームは、全国的なモデルプランとして提案

することが期待され、全国の牽引的な役割を担うことになります。 
 

【提案・要望の効果】 

子ども農山漁村交流プロジェクトが大幅に拡充されることにより、さらに、

農業や食に対する理解が深まり、子どもたちの生きる力や、ふるさとへの愛

情と誇りを育むことができるとともに、農業を応援する人づくりにもつながる

ことが期待できます。この本市の取り組みを広く情報発信することにより、そ

の成果を全国的に波及させることができます。 
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２０ 障がい者支援施設及び福祉型障がい児入所施設 

の整備に係る支援 

（厚生労働省、こども家庭庁） 

障がい者支援施設及び福祉型障がい児入所施設の整備に係る国庫

補助について、一体的な整備を推進するため、省庁横断的な財政支援

を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

  本市においては、国の方針に基づき住み慣れた地域で必要な障がい

福祉サービスを受けながら生活できるよう支援体制を整備してきました。 

一方で、市内の障がい者支援施設の整備状況は、県全体と比較しても

人口比に対して圧倒的に不足している状況にあり、地域での生活が難し

い強度行動障がい等特別な支援を要する重度障がい者が入所可能な施

設の早急な整備が求められています。 

また、本市には福祉型障がい児入所施設がなく、全ての支援を市外施

設への調整で対応していることから、現に居住している地域で適切な支援

が提供できる体制を確保するため、福祉型障がい児入所施設も含めた一

体的な整備計画を策定したところです。 

福祉型障がい児入所施設については、令和５年度にこども家庭庁の創

設により、所管省庁及び対象となる国庫補助も変わったところですが、整

備計画に対する国庫補助の取扱いが各省庁で異なった場合、整備計画

全体が滞ることから、これまでの社会福祉施設整備費の対象に含まれてい

た経緯を踏まえた省庁横断的な対応を要望します。 

 

【本市の現状】 

本市の障がい者支援施設の入所待機者は、令和４年度末で 176 人で

あり、特に知的障がい者は年々増加しています。また、障がい児について

は、25 人が市外施設を利用するとともに、入所待ちも６名となっており、い

ずれの施設も新規の受け入れは困難な状況です。 

 

【提案・要望の効果】 

重度障がい者とその家族、在宅での支援が安定しない措置入所待ちの

児童等の安心、安定した暮らしの確保が図られます。 
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２１ 予防接種制度の充実と財源の確保 

 （厚生労働省） 

おたふくかぜワクチンを早期に定期接種化するとともに、骨髄移植

や、さい帯血移植後の免疫消失により、再接種が必要であると医師が判

断した場合の再接種や、就学前の三種混合の追加接種を定期接種とし

て取り扱うことによる予防接種制度の充実を要望します。 

併せて、定期接種について、国の責任において、必要とする国民全て

が等しく接種できるよう必要な財源を確保するよう要望します。 

 

【提案・要望理由】 

おたふくかぜワクチンについては、予防接種基本計画で定期接種化に

向け検討した上で必要な措置を講じるとされており、疾病の発生・まん延

防止といった国民の健康保持の観点から、早急に定期接種化するよう要

望します。 

骨髄移植手術や、さい帯血移植を行った後に受ける再接種は定期接

種とならないため、全額自己負担となり、保護者の経済的な負担が大きい

ことに加え、予防接種後の健康被害の補償が、定期予防接種のように受

けることができない状況であることから、定期接種化を要望します。 

百日咳については、就学前の年代を底に免疫の低下が指摘されており、

報告数が増加傾向にあることから、学童期以降の百日咳に対する免疫を

維持するために、就学前の三種混合の追加接種について、定期接種化を

要望します。 

平成 25 年度から定期接種に係る財源について、地方交付税措置の拡

充がなされたところですが、予防接種は疾病の発生・まん延防止により、国

民の生命・健康を守るという観点から、すべての定期接種について、国の

責任において、必要とする国民すべてが等しく接種できるよう全額国庫負

担とし、必要な財源を確保するよう要望します。 

【本市の現状】 

予防接種制度のより一層の充実が期待されています。 

また、定期予防接種に係る令和５年度に要する経費は、約 21 億円で、財

政負担は大きくなっています。 
【提案・要望の効果】 

定期接種が充実されることで、疾病による死亡や後遺症を減らし、乳幼

児の健康を守ることができると同時に、医療費の軽減が期待できます。 

また、骨髄移植やさい帯血移植後の再接種が定期接種の制度に加わ

ることで、経済的負担と接種後の健康被害の補償も確保されます。 
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地方創生推進に向けた提案・要望 

 

魅力的な地域をつくる 
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２２ 地方の拠点化を図る大型プロジェクトに 
必要な財源の確保 

（国土交通省） 

日本海国土軸の強化を図るため、地方の責務として進めている大型プ

ロジェクトが計画的に進捗するよう、次の事項を要望します。 

① 地方の責務として進めている社会資本整備に、必要な予算が措置さ

れるよう、個別補助事業、社会資本整備総合交付金事業及び防災・

安全交付金事業の予算確保 

② 防災・減災、国土強靭化の更なる加速化・深化を図るため、５か年加

速化対策を重点的かつ集中的な実施に向けて、例年以上の規模で

予算確保するとともに、地方の拠点化を図る大型プロジェクトに対する

集中的な財政支援 

【提案・要望理由】 

新型コロナウイルス感染症により、多くの人々が働き方や暮らし方を見つ

め直し、地方への移住を進めている中、感染症法上の分類が引き下げられ

るなど、明るい兆しが見えはじめ、今後さらに地方の重要性が高まることから、

経済活動を支える持続的な基盤整備が必要です。 

また、本市では、東日本大震災に際して救援センターとして機能した実績

や、今後想定せざるを得ない太平洋側の大規模災害に備え、防災機能の

強化や、日本海国土軸形成への取り組みを推し進めています。 

この中で、広域交通結節点機能の強化が図られる新潟駅周辺整備事業

や、多核連携型の都市構造を支える新潟中央環状道路整備は、地域を一

体化し、直轄国道や高規格幹線道路整備と併せて推進されることにより、日

本海国土軸の強化につながります。 

このため、地方の社会資本整備が計画的かつ着実に実施できるよう、個

別補助事業及び交付金事業の予算を十分に確保し、併せて国土強靭化対

策を実施するための５か年加速化対策を集中的に実施するとともに、大型プ

ロジェクトに対して集中的に財政支援措置を講じることを要望します。 

【本市の現状】 

本市では、日本海国土軸を強化するための社会資本整備を進めていま

すが、厳しい財政環境が続いている中、新型コロナウイルス感染症対策も加

わり、安定した財源の確保に苦慮しています。 

【提案・要望の効果】 

大型プロジェクトの継続的・計画的な整備は、地方の拠点性の向上と担い

手の安定的な雇用・育成につながるとともに、新潟の特色である首都圏など

との広域交通結節点機能がさらに磨かれます。これにより、効率よく、民間事

業者等との連携を通じて生産性を高められることから、持続的な経済成長の

実現と日本海国土軸の強化につながります。 
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２３ 新潟駅周辺整備事業の着実な促進 

 

（国土交通省） 

新潟駅周辺市街地の総合的な整備を行うため、連続立体交差事業及

び立体交差道路と交通広場の整備を着実に進めるための確実な予算確

保を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

新潟駅周辺整備事業は、「日本海拠点都市にいがた」の陸の玄関口と

してふさわしい都市機能の強化により、本市の拠点性のさらなる向上を図

るものです。2019 年度に立体交差道路の一つである新潟鳥屋野線の供

用を開始し、昨年６月には鉄道高架橋全面切り換えを迎えたとともに、さら

には、2023 年度以降に新潟駅バスターミナル（高架下交通広場）や、万代

広場の段階的供用を予定しています。 

高速乗合バスを中心とした国道７号新潟駅交通ターミナル整備による広

域的な交通結節機能の強化にも取り組んでいただいているなか、より高い

事業効果を発揮するためには、連続立体交差事業の着実な推進に加え、

立体交差道路や交通広場の整備により、鉄道を挟んだ市街地の一体化

を図ることが不可欠となっています。 

このことから、引き続き整備を着実に進めるための確実な予算確保を要

望します。 

 

【本市の現状】 

基幹事業である在来線の高架化をはじめ、立体交差道路や交通広場整

備など、駅周辺市街地の整備を一体的に行うことで事業効果を発揮すること

から、引き続き整備を着実に進めるための確実な予算確保が必要となってい

ます。 

 

【提案・要望の効果】 

安全で快適な交通環境が提供されるとともに、駅周辺への民間投資の

誘発など、まちづくりの側面からも地域活性化の核となる事業として、将来

にわたる多面的で高いストック効果が期待できます。また、誰もが移動しや

すい公共交通体系の構築に向け、駅の交通結節機能強化により、利用者

の利便性を飛躍的に向上させます。 
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新潟駅周辺整備事業の整備効果と課題

2018年4月

2023年度から段階的供用2023年度

2019年度

新潟駅バスターミナル（高架下交通広場）
イメージ

万代広場のイメージ

乗り換え利便性の向上 新潟駅の拠点化とにぎわいの創出

新幹線・在来線高架下に市内路線バス
のターミナルを整備することにより、鉄
道とバスの乗り換え利便性が向上し、
バス待ち環境も改善。

連立事業と一体的に駅前広場を整備す
ることにより、駅周辺の新たなにぎわい
を創出するとともに、新潟駅の拠点化が
進むことで民間投資の誘発を期待。

東北日本海側との連携による日本海国土軸の強化

新幹線と在来線の
「乗り換えホーム」

2018年4月に新潟駅の高架駅第一期開業
2022年6月に鉄道高架橋全面切り換え

新潟鳥屋野線の様子

南北市街地の一体化・道路交通の円滑化

(

都
）
万
代
島
ル
ー
ト
線

（
国
道
7
号
栗
ノ
木
バ
イ
パ
ス
）

ＪＲ信越本線
ＪＲ白新線

ＪＲ越後線

⽶⼭踏切天神尾踏切

(

都)

新
潟
駅
東
線

新潟駅

(都)出来島上⽊⼾線

新潟駅付近 鉄道高架化

(都)駅南線

(

都)

新
潟
駅
⻄
線

南口広場

(

都)

新
潟
鳥
屋
野
線

(

都)

明
石
紫
竹
山
線

高架下交通広場

新幹線・在来線
同一ホーム乗換

万代広場

(
都)

弁
天
線

連続立体交差事業のより高い事業効果を発揮するために
連続立体交差事業及び立体交差道路と交通広場整備の所要額確保が必要

除却前の踏切高架駅の様子

交通結節機能の強化

国直轄事業による高速乗合バスを中心
とした中・長距離バスターミナルの整備
により、交通結節点機能の強化を図る
ことで本市の交流人口の拡大を期待。

2020年度～

国道7号新潟駅交通ターミナルの整備イメージ

2019年度に立体交差道路である新潟鳥屋野線を供用。
順次、その他の立体交差道路を整備することで南北市街地
の一体化を進める。

＜　凡　例　＞ 整備中 整備完了

鉄道高架化
⽴体交差道路整備

関連幹線道路整備
駅前広場整備

6号 7号 8号 9号

※

事
業
未
着
手

部分供用2023.3→
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２４ 都市再生緊急整備地域における 

再開発事業等の着実な促進 

 

（国土交通省） 

新潟都心地域の拠点性向上に向け、都市再生緊急整備地域におけ

る再開発事業等を着実に進めるための確実な予算確保を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

全国的に災害が激甚化・頻発化するなか、本市は、本州日本海側の拠

点都市として国土強靭化に寄与すべく、新潟駅連続立体交差事業や市

街地の再開発を推進しています。また、東京一極集中の是正や企業の地

方移転の受け皿につながる、優良な開発が求められています。税制特例

の期間延長を実現していただいたところですが、今後さらに民間による質

の高い投資を呼び込み、都市再生緊急整備地域における民間開発を着

実に促進するため、再開発事業等について確実な予算確保を要望します。 

 

【本市の現状】 

本市においては、若年層の首都圏への流出が大きな課題である中、「選

ばれる都市 新潟市」として、アフターコロナを見据えた拠点性の向上を実現

すべく、都心エリアを「にいがた２ｋｍ
キ ロ

」と名付け、官民連携による活性化に取

り組んでいます。令和３年９月には、新潟駅周辺地区、万代地区、万代島地

区、古町地区が「新潟都心地域」として都市再生緊急整備地域の指定を受

け、容積率緩和や税制などの特例措置が活用できるようになったことで、民

間開発事業の気運もより一層高まっています。 

一方、新型コロナウイルスやウクライナ情勢などの影響から、原油や建設

資材などの高騰が続き、民間投資の停滞が懸念されるなか、引き続き民間開

発を着実に進めるための確実な予算確保が必要となっています。 

   

【提案・要望の効果】 

優良な都市開発が実現することで、災害に強い市街地が形成されるほ

か、環境性能の高い建築物の整備により、脱炭素化に寄与します。また、

企業誘致に適したオフィスなどの整備により、企業の地方移転が進展し、

東京一極集中の是正につながります。このような質の高い開発により、日

本海国土軸における本市の拠点性が向上し、国土強靭化に寄与します。 
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○都市再生緊急整備地域内の都心部の今後の開発予定(検討含む) 

資料：新潟市都市計画基礎調査（H30） 

〇建築物の⽼朽化の進⾏ 

都心部の建築物の 54%が旧耐震基準の建築物
（※容積率 600%の範囲と駅南開発計画区域内
で算出） 

新潟市 都⼼部の建築物の建築年代別分布 

〇若年層の就職に伴う県外流出 

〇企業誘致に適したオフィスビルの不⾜ 

築 40 年以上のオフィスが多く、2000 年代

以降は新規供給が極端に少ない 

20 代の就職に伴う県外転出が突出しており、

人口の社会減の大きな要因になっている。 

就職先の多くが首都圏 

古町地区  
万代島地区  

万代地区  

※赤太枠が都市再生緊急整備地域「新潟都⼼地域」 ※⻩⾊着⾊エリアが「にいがた２ｋｍ」 
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２５ 公共交通施策の総合的推進に対する支援 

 

（国土交通省） 

日常の移動手段として不可欠な公共交通の維持・整備・活性化につ

いては、地方都市における政策課題であり、新型コロナウイルス感染症

の影響も踏まえた地方が行う公共交通施策を持続的かつ総合的に推進

するため、交通事業者に対する経営的支援など制度面及び財政面から

幅広い一層の支援を要望します。 

あわせて、都心部における公共交通のさらなる利便性向上に資する 

ＪＲ越後線（仮称）上所駅の整備について、特段の配慮をお願いします。 

 

【提案・要望理由】 
公共交通は、市民にとって大切な移動手段であり、安心・安全な暮らし

を支えるうえで重要な役割を担っています。人口減少や超高齢社会が進
展する中、都市の持続的な発展に向け、多様な手法を用いて公共交通の
維持・活性化を総合的に推進するためにも、必要な財政支援や補助制度
の拡充など、制度面・財政面から幅広い一層の支援を要望します。 

あわせて、現在、整備を進めているＪＲ越後線（仮称）上所駅整備につい
ては、都心部における公共交通の利便性向上に寄与することから、必要
額の確保を要望します。 
 
【本市の現状】 

本市の公共交通は、ＪＲ東日本の鉄道と民間路線バスが幹線的な交通
を担い、地域団体や市が運行するコミュニティバスが地域内の交通を補っ
ています。また、県土の広い新潟県における県内高速路線バスは、通勤・
通学・通院等に利用されており、生活交通としても維持・活性化が必要で
す。 

新型コロナウイルス感染症の影響により未だ利用者数は回復せず、公共交
通を取り巻く環境は大変厳しい状況になっており、運転士不足が継続するな
か、その維持すら困難な状況となっています。 

また、（仮称）上所駅は、令和７年春頃の開業を目指し準備を進めています。 
 
【提案・要望の効果】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、危機的状況に陥っている公共
交通の確保・維持が図られます。 

鉄道、県内高速路線バス、路線バス、コミュニティバス等の維持・整備・
活性化を図るための多様な施策について、さらなる国の支援を受けることで、
県都新潟の拠点化と持続可能なまちづくりの実現に寄与します。 
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公共交通施策の総合的な推進

凡 例

都心部における移動円滑化

都心軸におけるBRTの運行

人・公共交通を優先した道路空
間への再編

新潟駅バスターミナルの整備

都心軸周辺エリアにおける
シェアサイクルの導入

（仮称）上所駅の整備

新たな中・長距離バスターミナルの整備、
アクセス道路の整備
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２６ 国道７号新潟駅交通ターミナル整備事業の推進 

 

（国土交通省） 

新潟駅周辺整備事業の整備効果を最大限発揮し、本市の拠点性向

上を図るため、国道７号新潟駅交通ターミナル整備事業による新たなバ

スターミナルの整備推進を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

本市では、新潟の玄関口である新潟駅周辺において、国からの支援も

受け、連続立体交差事業、駅前広場整備事業などを実施しているところで

す。 

また、都心部を迂回するネットワークとして、国直轄事業により整備が進

められている万代島ルート線は、将来的に新潟駅から古町に至るエリア

（「にいがた２km」）を人や公共交通中心の都心軸として形成させ、新潟駅

付近連続立体交差事業とともに、本市の中心市街地の賑わいの創出に大

いに寄与するものと考えています。 

このためには、新潟駅周辺地区の広域的な役割がさらに重要となって

おり、本市のさらなる拠点性の向上や広域的な交通結節機能を最大限に

発揮させるため、新潟駅交通ターミナルの上層部を含め、新潟駅南口地

区の再整備に向けた検討を進めており、それに合わせた整備推進を要望

します。 

 

【本市の現状】 

新潟駅周辺のさらなる拠点性向上を目指すためには、駅とまちが一体とな

り、人が集まりやすい機能・空間を持った「広域交流ゲートウェイ」の創出が必

要不可欠であり、その実現に向けては、広域交流を担う幹線道路の整備と連

携した新たなバスターミナル整備による駅周辺の交通結節機能のさらなる強

化が求められています。 

 

【提案・要望の効果】 

新潟駅周辺の交通結節機能強化に係る直轄支援により、新潟駅周辺

整備事業の整備効果をさらに促進し、本市の拠点性向上が図られるととも

に、連携機能を効果的に発揮することで交流人口の拡大を図り、まちなか

の賑わいの創出にも貢献します。 

 

ｷﾛ 
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新潟駅周辺地域では、新潟の玄関口に相応しい広域的な“交通結節機能”の強化と合わせて
“防災機能”を備えた基盤の整備を進め、 「広域交流ゲートウェイ」の実現を目指します。

国道7号 新潟駅交通ターミナル整備事業の推進 ～整備イメージ～

至 北陸自動車道
（新潟亀田IC） ※イメージであり、整備内容を決定するものではありません

至 万代シティ
バスセンター

点在する中･長距離バス停を
ひとつに集約

中・長距離
バスターミナル

中・長距離
バスターミナル

● 中･長距離バスの乗降場
を集約し、多様なモビ
リティと連携した新た
な交通結節点を整備

● 子育て支援施設等や
中･長距離バス利用者の
ニーズに対応した施設
の整備により快適な
バス待ち空間を確保

至 新潟市役所

中･長距離バス
運行ルート

路線バス
運行ルート

新たな中・長距離
バスターミナル 人・公共交通を

優先した道路空間
人・公共交通を

優先した道路空間

● まちと一体となり、人が
集まりやすく観光客にも
わかりやすい動線が確保
され道路空間を形成

● 基幹公共交通軸の確保

円滑に通行可能な
アクセス道路

円滑に通行可能な
アクセス道路

● 中･長距離バスと路線バス
の運行経路を分離し、円
滑に通行可能なアクセス
道路を確保

駅周辺の
防災拠点
駅周辺の
防災拠点

● 災害時における帰宅困
難者の一時避難所とし
ての空間を確保

● 災害情報、公共交通機
関の運行情報等を提供
する情報発信拠点とし
て機能

中・長距離バス停

⾄ ⽇本海東北⾃動⾞道
（新潟⻲⽥IC）

(

都)

新
潟
駅
西
線

⾄ 新潟市役所

タクシー
施設

駐⾞場

タクシー
施設

駐⾞場

一般国道７号
新潟駅交通ターミナル整備事業

延⻑0.6km

南 口 広 場

駅
直
下
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル

（
高
架
下
交
通
広
場
）

連 続 ⽴ 体 交 差 事 業
ア
ク
セ
ス
道
路

中・長距離バス動線

路線バス動線

駅から中・長距離バス
ターミナルの歩行者動線

⻄
口

【１階】バス乗降場
【２階】バス待合空間

⾄ 万代シテイ
バスセンター

万 代 広 場

道
路
空
間
再
編

※イメージであり、整備内容を決定するものではありません
※今後、ターミナル内の機能も含め、⺠間開発等との

協議で変更になる場合があります
※下図は国⼟地理院基盤地図情報（基本項⽬）をもとに作成

中･⻑距離バス
タ ー ミ ナ ル

宿泊
施設
・

商業
施設

中･⻑距離バスターミナル

１Ｆ

２Ｆ 待合空間

バス乗降場

待合空間のイメージ

バス乗降場のイメージ

⻄
側
連
絡
通
路

既存の中・長距離バス停

東京方面 秋⽥方面新 潟 駅

（起）新潟市中央区東大通１丁目

（終）新潟市中央区花園１丁目

にいがた ちゅうおう ひがしおおどおり

にいがた ちゅうおう はなぞの

点在する中･長距離バス停を
ひとつに集約

施設配置計画［平面図・立面図］
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２７ 国際拠点港湾・総合的拠点港としての 

新潟港の機能強化 

（国土交通省） 

国際拠点港湾・総合的拠点港としての新潟港の次の項目の機能強化
のため、港湾・海岸整備予算の確保を要望します。 

① 日本海側港湾の機能別拠点としての東港区の機能強化 

② 西港区における港湾機能の維持と航行船舶の安全確保 

③ 交流人口拡大に資する西港区の施設整備 

【提案・要望理由】 
① 新潟港は、本州日本海側最大の外貿コンテナ貨物を取扱うとともに日

本海側最大のエネルギー供給基地です。東港区の防波堤（西）が不安
定な状態であり、安心安全な航行、荷役に直結する必要不可欠な施設
であることから、洗掘対策の推進を要望します。また、東西埋立地の護
岸は随時陥没等の補修を続けていただいていますが、背後土地利用
の安全性向上に向けた抜本的な対策について検討を進めていただくと
ともに、太平洋側有事におけるコンテナ貨物のバックアップ機能を担う
ためにも、コンテナターミナル機能の強化・拡充に向けた検討を進めて
いただきたく要望します。 

② 西港区は、離島航路、長距離フェリーが発着するなど物流と人流の拠
点として重要な役割を担っています。一方信濃川の河口に位置し、流
下土砂の堆積が顕著であり、航行船舶の安全確保及び港湾機能維持
のため、引き続き航路浚渫事業の推進を要望します。また、港湾機能
維持を図るため、離島航路のフェリーが利用する信濃川右岸岸壁等の
港湾施設における老朽化対策の推進を要望します。 

③ 本市では、官民が連携し、まちづくりや交流人口の拡大に向けた取り組
みを進めています。都心に位置し新潟駅や新潟空港が近接するなど、
周辺の交通インフラが整っている、西港区への大型クルーズ船寄港を
見据え、安全・安心な受入環境の整備に向けた検討を進めていただき
たく要望します。 

【本市の現状】 
新潟港における令和４年のコンテナ取扱量は約 16 万７千ＴＥＵで、新型コ

ロナウイルスや上海ロックダウンの影響等があるなかでも、コロナ禍前とほぼ
同水準を保っており、また、クルーズ船の寄港予約も増加傾向にあったことか
ら、航路、防波堤、岸壁、臨港道路等の港湾施設の機能維持を通じ経済活
動に影響しないよう、予算確保が必要です。 
【提案・要望の効果】 

本市産業の国際競争力の向上が図られるほか、港湾機能の強化により
防災・救援首都として機能し、災害に強い物流ネットワークが構築されます。
また、入港船舶の安全が確保され港を通じた経済活動が安定化するほか、
国際人流面での拠点性向上が図られます。そのため、国土強靭化のため
の５か年加速化を含めた港湾関連予算を十分に確保し、計画的に事業を
推進するとともに、５か年加速化対策後も、予算・財源を確保することにより、
継続的な取り組みをお願いします。 
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〇新潟港の年別コンテナ取扱量の推移（速報値）
単位：TEU

〇東港区

〇⻄港区

防波堤（西）（改良）

コンテナターミナル機能の強化・拡充に向けた検討

護岸の抜本的対策
に向けた検討
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２８ 新潟空港の機能強化 

（国土交通省） 

国土強靭化及び日本海政令市としての拠点性向上に向けて、次の事

項を要望します。 

① 航空・空港関連企業への支援の拡充・継続 

② インバウンド回復や航空貨物取扱量の増加に向けた CIQ 体制の強化

と LCC やビジネスジェット受け入れ対応の推進 

③ 訪日誘客支援空港の認定に伴う支援の拡充・継続 

④ 新潟空港の耐災害性強化 

⑤ 冬期の安定運航の確保 

⑥ 緩衝緑地帯の維持及び沖合展開を含めた整備推進 

【提案・要望理由】 

① 新型コロナウイルス感染症の影響に加え、水道光熱費の高騰により厳

しい経営状況にあるなかにおいて、更に脱炭素化への対応を求められ

る航空・空港関連企業に対して、支援施策の拡充・継続をお願いしま

す。 

② インバウンドの回復に備えた感染症対策や、航空貨物取扱量の回復・

増加を見据えて CIQ 体制を強化するとともに、トキエアなどの LCC 就航

やビジネスジェット受け入れに向けて、駐機スポットの増設や冬期間の

夜間駐機制限の緩和をお願いします。 

③ 新潟空港は平常時、年間約 110 万人以上の利用があります。地域の利

便性を高め市民交流並びに経済活性化に大きく寄与していることから、

特色ある既存国際路線及び国内路線の維持・拡充とともに新規路線の

誘致が必要です。このことから、訪日誘客支援空港の認定に伴う支援

について、さらなる拡充と継続をお願いします。 

④ 震災時における太平洋側の空港の代替機能など、新潟空港の果たす

役割はますます重要となっています。耐災害性強化についての検討・

推進をお願いします。 

⑤ 冬期降雪時の安全性の向上及び安定就航確保のために、除雪体制

や凍結防止対策など、さらなる強化をお願いします。 

⑥ 騒音対策区域の縮小後も引き続き、緩衝緑地帯を現状どおり維持管

理し、騒音軽減や排気ガス漏出防止などの周辺地域への環境対策を

講じるよう要望します。また、抜本的な解決を図るため沖合展開に向け

た具体的な検討をお願いします。 

【本市の現状】 

新潟空港は、地域の利便性を高め市民交流並びに経済活性化に大き

く寄与しています。また、日本海側に位置し太平洋側との同時被災の可能

性が極めて低い本市が、防災・救援首都として機能するためには、新潟空

港の総合的な機能強化を図り拠点性を高めることが求められています。 

【提案・要望の効果】 

平時の拠点性向上と、有事における救援・復旧機能が強化されます。 
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 新潟空港利用者の推移（年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害時の空港機能強化 
・東日本大震災： 臨時便２４便運航 ４，９３４人が利用 
・「新潟空港防災拠点計画」を策定 
・新潟空港整備事業当初予算（千円） 

 Ｒ４ Ｒ５ 
北陸地方整備局分事業費 
※地方負担基本額以外含む 

１，４９５，０００ １，１０８，０００ 

新潟市負担分 ３６０，５００ １５６，６００ 

 冬期の安定運行の確保 

・冬期閉鎖回数 
 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

閉鎖回数 １３ １ ２６ ３２ ２０ 

欠航便数 ５２ １０ １０８ １４１ ２１７ 

 

【Ｒ４年度対前年比】 
国内線：２０７．０％ 
国際線：  ―  ％ 
全 体：２０８．７％ 
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２９ 新潟中央環状道路をはじめとする 

多核連携型の都市構造を支える道路整備の促進 

 

（国土交通省） 

新潟中央環状道路をはじめとする本市の多核連携型の都市構造を支

える道路整備や、安心・安全で持続可能なまちづくりに資する道路環境整

備の促進を要望します。 

① 地方の道路整備に必要な安定した財源の確保 

② 新潟中央環状道路や小須戸橋の架け替えなどの整備支援 

③ 自転車及び徒歩で移動しやすく安全・快適な道路環境整備の促進 

【提案・要望理由】 

新潟中央環状道路は、本市が目指す多核連携型の都市構造を支える

重要な幹線道路であり、新潟東港から国道 402 号に至る約 45km の区間

のうち、令和５年３月 25 日に国道８号から国道 116 号の区間（中ノ口・黒

埼・明田工区）の供用と黒埼スマート IC の運用形態を変更しました。 

引き続き、国道８号から国道 49 号の区間について事業を推進していくと

ともに、今後も全線供用に向けて、安定的な財源確保を要望します。 

また、安心・安全の観点から「もぐり橋」である小須戸橋（（主）白根安田

線）の架け替えは、道路メンテナンス事業補助制度により整備を進めてお

り、引き続きのご支援を要望します。 

道路は市民の暮らしや社会・経済活動を支える最も基礎的な社会資本

であるとともに、渋滞の緩和や災害時の緊急輸送、救急医療などの面にお

いても道路整備の必要性は依然高い状況となっています。 

さらに、社会環境の変化に対応し、歩行者や自転車も含めた多様な利

用者が共存できる道路環境の整備も求められていることから、必要な予算

の確保を要望します。 

【本市の現状】 

多核連携型の都市構造を有する本市においては、各地域拠点間の交流・

連携のために必要な道路ネットワークの整備が引き続き求められている状況

です。また、「公共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条

例」のもと、道路利用環境の向上に向けた取り組みを行っています。 

【提案・要望の効果】 

本市の中心部や各地域拠点間の交流・連携の強化が図られるとともに、

着実に道路環境の改善が図られ、持続可能な都市の発展や安心・安全な

まちづくりに寄与します。 
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計画ルート

(現)小須戸橋

新潟市南区 新潟市秋葉区

信濃川

新潟中央環状道路の整備

もぐり橋の解消（小須戸橋）

位置図

水防活動状況

平成23年7月新潟・福島豪雨
出水時の状況 （H23.7）

黒 埼 ス マー トI C

至 新潟市中央区

至 新潟市南区

至 東京

至 新潟市西蒲区

く ろ さき茶 豆大 橋
( 北 陸 自 動 車 道 跨 道 橋 )

新 潟 中 央 環 状 道 路
黒 埼 工 区

新 潟 中 央 環状 道 路（ 令和 5年 3月 25 日供 用 ）
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３０ 日本海国土軸の形成と太平洋軸との連携強化 

及び道路ネットワークの強化 

（国土交通省） 

高規格道路及び幹線国道等は、平時の物流や交流に対応し、本市の

拠点性を高めるとともに、防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化

対策に向けて災害時や緊急時に信頼性の高い国土幹線道路ネットワーク

を担うことから、次の事項を要望します。 

◆日本海国土軸の形成 

①日本海沿岸東北自動車道（村上市～鶴岡市）のミッシングリンク解消 

◆太平洋軸との連携強化 

 ②磐越自動車道の全線４車線化の推進(料金徴収期間の延長による財源活用)  

 ③国道 17 号 三国防災、三俣防災、和南津改良の整備推進による  

高規格道路とのダブルネットワーク強化 

 ④新潟山形南部連絡道路（国道 113 号）のミッシングリンク解消 

◆道路ネットワークの強化 

 「新広域道路交通計画」に基づく重点整備による国土をつなぐ幹線道路ネットワークの強化 

【提案・要望理由】 

今後発生が想定されている、首都圏等での大規模災害時には、本市が「防災・救

援首都」としての役割を果たすとともに、より拠点性を高めるためにも、日本海国土

軸の形成と太平洋軸との連携強化とともに、「新広域道路交通計画」に基づく幹線道

路ネットワークの強化が必要です。 

【本市の現状】 

日本海沿岸東北自動車道の村上市から鶴岡市間（約41km）や新潟山形南部連絡

道路については、着実な事業推進によるミッシングリンクの解消が期待されていま

す。磐越自動車道の会津若松市から新潟市間（約 95km）については、暫定２車線

であることから事故や工事による通行止めが発生しており、高速道路が備えるべき

定時性や速達性の確保のため全線４車線化整備が必要です。国道 17 号について

は、本市と関東を結ぶ重要な広域物流ルートであることから、高規格道路と代替機

能を発揮する直轄国道としてダブルネットワーク強化が期待されています。また、新

潟広域都市圏において高速道路や直轄国道、新潟中央環状道路等をはじめとする

道路ネットワークの強化が期待されています。 

【提案・要望の効果】 

本市が「防災・救援首都」として機能し、より災害に強い連携基盤と物流ネットワー

クが形成されます。なお、５か年加速化対策後も昨今の災害状況を踏まえたうえで

必要な財源を通年予算と別枠で確保するとともに、継続的な取り組みをお願い

します。 

み く に            み  つ  ま  た            わ   な   づ 
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日本海国土軸の形成と太平洋軸との連携強化

新広域道路交通計画
N
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３１ 冬期道路交通確保への支援 

 

（国土交通省・総務省） 

冬期間の安心・安全な道路交通の確保に向け、積雪地域の実状に

見合った安定的かつ必要十分な財政措置を要望します。 

①道路除雪に係る国庫支出金について、雪寒法に定める補助率を充

足する費用の総額確保（国土交通省） 

②雪寒指定路線となっていない人口密集地の街区道路等に対する、

交付金や除雪費補助等による財政支援の拡充（国土交通省） 

③除排雪経費に係る地方交付税措置の拡充（総務省） 

【提案・要望理由】 

豪雪時における市民の日常生活や産業・経済活動への影響を最小限

にするためには、道路除雪に係る財源を安定的に確保し、効率的・効果

的な除雪を行い、冬期間の安心・安全な道路交通を確保する必要があり

ます。 

防災・安全交付金及び雪寒地域道路事業費補助など道路除雪に係る

国庫支出金については、今後も引き続き、継続的な配分を行うとともに、

雪寒法の対象となっていない人口密集地の街区道路等に対しても交付金

や事業費補助を充当するなど、国庫支出金による支援の拡充が必要です。 

また、地方交付税では、除排雪経費の所要見込額が普通交付税措置

額を超える額の２分の１を特別交付税措置することを基本としつつ、少なく

とも所要見込額の 75％を措置することとされています。しかし、指定都市に

あっては、75％措置が適用されず、さらに財政力指数による割り落としが

加えられていることもあり、自主財源による負担が大きくなっています。 

除排雪には多額の財源が必要であり、積雪地域の実状に見合った安

定的で必要十分な財政措置を要望します。 

【本市の現状】 

令和４年度は 12 月と１月に、２度の寒波の影響からそれぞれ１週間にわ

たり降雪が継続したため、市民生活に大きな影響を受ける事態となりまし

た。これらの寒波による記録的な大雪に対して、通常の除雪作業に加えて、

緊急車両や路線バスが安全に通行できる道路となるよう、拡幅作業や排

雪作業を実施したほか、凍結防止剤の散布強化、地吹雪に対する警戒な

どを不眠不休で実施したところです。これらに係る除排雪経費は国庫負担

金や地方交付税により支えられており、国による継続的な支援が必要です。 

【提案・要望の効果】 

道路除雪に係る財源を安定的に確保することにより、効率的・効果的な

除雪が可能となり、冬期間の安心・安全な道路交通の確保ができます。 
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雪寒指定路線, 約2,000km 非雪寒指定路線, 約3,000km 除雪路線以外, 約2,000km

■ 除雪作業の概要 

 道路除雪は、道路の両脇にかき分ける 「かき分け除雪」を実施するが、短期間の大雪により、道路脇に
雪置き場がなくなり、交通可能な幅員の確保が困難になった場合、排雪を行う。 

人口集中地区で除雪をする場合、雪置き場がないため、排雪等に多くの費用と時間がかかる 

合計：約 7,000km 
除雪路線：約 5,000km 

■ 管理道路と除雪延長（車道） 

（主に国県道、幹線市道） （主に生活道路（人家連坦部）） （主に人家連坦部以外） 

交付金、除雪費補助等 
臨時特例措置 

普通交付税 
特別交付税 

計 35.5 億円  計 23.9 億円 

■ 令和４年度の決算額 

総務省からの支援 国土交通省からの支援 

■ 年度別の累計降雪量の経緯 

Ｒ４は年間降雪量の９割が 2 回の寒波に集中。 
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３２ 直轄国道の整備推進 

（国土交通省） 

本市の拠点性向上に向け、多核連携型の都市構造を支える放射環状型
の幹線道路ネットワークの骨格をなす直轄国道の整備推進を要望します。 

① 国道７号    沼垂道路、栗ノ木道路、紫竹山道路（万代島ルート線） 

② 国道 116 号  新潟西道路、吉田バイパス 

③ 交通安全対策  国道７号    竹尾 IC 事故対策 

          国道８号    大通西交差点改良 

          国道 49 号  横越地区事故対策、横越上町交差点事故対策 

              国道 116 号 新光町交差点事故対策 
④ 電線共同溝  国道８号    黒埼地区、大通西、南区根岸 

            国道 116 号 西川地区、西区山田、美咲町、美咲町・新光町 

【提案・要望理由】 
都心部を迂回する交通のネットワークである国道７号万代島ルート線は、

新潟駅から古町に至るエリア（「にいがた２kmキ ロ

」）を人や公共交通中心の都
心軸として形成していくうえで不可欠なものであり、本市の中心市街地の
賑わいの創出に大いに寄与します。また、「放射環状型の幹線道路ネット
ワーク」の要の１つである国道 116 号新潟西道路及び吉田バイパスは、渋
滞緩和や交流・連携の促進など、多様な効果が期待されることから整備推
進を要望します。 

さらに、国道７号竹尾ＩＣ事故対策をはじめとした事故危険区間の交通
安全対策の事業推進により、安全安心の確保に繋がるものと考えていま
す。さらには、無電柱化推進計画（電柱の占用制限を含む）に沿った電線
共同溝の整備及び、令和３年に発生した強風による大型車の横転を踏ま
えた国道 116 号巻バイパスの防風対策も必要です。 

このような中、国道 49 号横越上町交差点事故対策及び、国道 116 号美
咲町・新光町電線共同溝が新規事業化され、感謝申し上げます。 

本市のまちづくりにおいて、道路整備の必要性は引き続き高い状況とな
っており、ストック効果を最大限発揮させるため、直轄国道の継続的かつ
安定的な整備推進を要望します。 
【本市の現状】 

本市の拠点性を高め、持続可能なまちづくりを進めるうえで、交流・連携の
促進は不可欠であり、円滑な交通を確保し、都市圏の骨格となる「放射環状
型の幹線道路ネットワーク」の整備が必要です。 
【提案・要望の効果】 

幹線道路ネットワークの整備などにより、地域間交通の円滑化や交通安
全対策、災害時の緊急輸送路の確保など道路ネットワークの機能が強化
されるとともに、市内外の交流・連携の活発化が図られ、本市の発展と拠
点性の向上に寄与します。 

よ  こ  ご  し  かみちょう 
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直轄国道の整備推進

国道７号 万代島ルート線
整備状況

要望箇所図

国道7号沼垂道路と
都心軸のまちづくり

■都心軸イメージ

■標準断面イメージ

至 万代島

至 亀田

立体道路の橋脚を順次築造
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３３ 大河津分水路改修の推進 

 

（国土交通省） 

信濃川下流域に暮らす地域住民のさらなる安心・安全のため、大河

津分水路の抜本的な改修事業の推進を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

越後平野の治水の要である大河津分水路は、大正 11 年の通水以来、

幾多の洪水に耐え、広大な越後平野の発展に大きく寄与してきました。 

しかし、大河津分水路には未だ洪水処理能力が不足している箇所があ

り、老朽化してきた第二床固なども大きな課題となっていることから、さらな

る治水安全度向上のため、その抜本的改修は地域住民の強い願望です。 

このような中、平成 26 年１月に策定された信濃川水系河川整備計画で

は、大河津分水路を優先的に改修することが盛り込まれ、平成 27 年度に

は念願の大河津分水路の抜本的改修が着手されました。 

令和元年東日本台風時には、観測史上最高の水位を記録し、また、約

10 時間にわたり計画高水位を超過したものの、幸い堤防決壊という最悪

の事態は免れました。 

この戦後最大規模である令和元年東日本台風洪水と同規模の洪水に

対して、家屋の浸水被害の防止又は軽減を図るため、令和４年 12 月に信

濃川水系河川整備計画の整備目標の見直しや、事業計画の変更を行っ

ていただきました。 

引き続き、新第二床固本体の一部となる鋼殻ケーソンの設置や、山地

部及び低水路の掘削工事など、工事を着実に進めていただいております

が、信濃川下流域に暮らす地域住民のさらなる安心・安全のため、大河津

分水路の河口山地部掘削、低水路拡幅、新第二床固改築の更なる推進

を要望します。 

 

【本市の現状】 

大河津分水路右岸堤防が破堤した場合には本市を含む３市町村（新

潟・燕・弥彦）が長期間浸水し、人口約 5.6 万人が被災することが想定され

るなどその被害は甚大なものとなります。 

 

【提案・要望の効果】 

大河津分水路の流下能力が向上し、安心・安全なまちづくりに寄与しま

す。 
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日本海

氾濫シミュレーション

凡 例

浸水した場合の

想定水深（ランク別）

■0.5m未満の区域

■0.5～1.0mの区域

■1.0～2.0mの区域

■2.0～5.0mの区域

■5.0m以上の区域×令和元年東日本台風時の

大河津分水路

右
岸
堤
防
が
破
堤
し
た
場
合

事業概要

第二床固 水叩き部のひび割れ状況

第二床固 河川横断比較図

新第二床固 280m

第二床固 約180m

山地部掘削

※越流幅を表示

第二床固副堰堤付近（10/13 16:06）

平常時

中
ノ
口
川

信
濃
川

燕

市

弥彦村

新潟市

【西蒲区】

新潟市

【西区】

新潟市

【南区】

想定被害

被災人口 約5.6万人

被害額 約7,913億円
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３４ 今後急速に老朽化する道路・公園施設への 

的確な維持管理・更新に対する支援 

 
（国土交通省） 

老朽化が進行している道路・公園施設の維持管理・更新や既設橋梁

の耐震化への財政的支援を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

多くの道路施設や公園施設を管理する本市にとっては、インフラ施設の 

ストック効果を持続するための維持管理・更新や耐震化に要する財源の確保

が必要です。そのため、新潟市財産経営推進計画を踏まえ、橋梁を始めとす

る道路施設や公園施設の維持管理・更新や耐震化に要する補助金及び交

付金の必要額の確保を要望します。 

 

【本市の現状】 

本市における令和４年度末時点の道路延長は約 6,900ｋｍあり、橋梁約

4,000 橋、トンネル 14 箇所等、多くの道路施設を管理しています。 

特に橋梁は、早期に修繕や更新等の措置が必要な橋の割合が全国平均

よりも高い 14％を占めており、現段階で未着手の橋は約 540 橋あります。また、

道路ネットワーク機能を確保するために耐震化が必要な橋も約 30 橋あり、今

後、集約化や撤去を検討していくとしても補修・補強が追いつかず、橋の健全

性悪化が懸念されています。 

公園施設においても、約 1,400 箇所ある都市公園のうち、設置後 20 年以

上経過したものが約６割を占め、10 年後には約８割を超える見込みであり、施

設の老朽化に伴う事故の発生が懸念されています。 

このように、高度経済成長期に大量に築造された橋梁等の道路施設及び

公園施設は、老朽化が既に始まっていますが、今後は急速に増加するものと

見込んでいることから、安定した維持補修・更新や耐震化の財源確保を要望

します。 

 

【提案・要望の効果】 

安定した維持補修・更新や耐震化の財源確保により、インフラ施設の効率

的な維持管理が図られ、市民の安心・安全が確保されます。 
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定期点検の状況

着手済:26橋 Ⅰ︓健全
39%

Ⅱ︓予防保全段階
47%

14%

Ⅲ︓早期措置段階

○橋梁の定期点検を確実に行うことにより、中長期的に安全な利用を確保する。

○予防保全の考えを取り入れた修繕を行うことにより、ライフサイクルコストの低減、橋

梁の長寿命化を図ることによる更新費用の低減や平準化が期待できる。

主要地方道新潟中央環状線 大阿賀橋の例

大阿賀橋（通行止め）
通常ルート(2km、2分)
最短迂回ルート(13km、24分)

移動距離が6.5倍

桁の腐食による断面欠損の恐れがあるた
め、予防保全的に塗装塗替えを実施するこ
とで、塗装防食機能を維持し、長寿命化を
図る。

◆橋梁の現状

管理橋梁数 3,942橋(令和5年3月)

◆創出されたストック効果を持続するため、
事後保全から予防保全への転換を図る

建設後50年以上が経過する割合

現在 １０年後 ２０年後

32%

68%

55%
45%

22%

78%

：建設後50年以上 ：建設後50年未満 ※建設年次推定橋梁を含む
※建設年次不明橋梁を除く
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３５ 直轄河川の治水対策の推進 

（国土交通省） 

新潟市国土強靭化地域計画や、平成 23 年７月新潟・福島豪雨、令和

元年東日本台風など、頻発する自然災害を踏まえ、さらなる市民の安心・

安全の土台を強固にするため、次の事項を要望します。 

① 治水対策事業の推進（やすらぎ堤など） 

② 信濃川の流下能力向上の推進（河道掘削、もぐり橋解消） 

③ 阿賀野川の水衝部対策及び浸透対策の推進 

④ 「流域治水」の更なる推進 

【提案・要望理由】 

本市では、「新潟市国土強靭化地域計画～足元の安心安全×防災・救援

首都を目指して～」を策定し、この中で「河川洪水や異常気象等での突発的

又は広域かつ長期的な浸水等による死傷者の発生」など 17 項目の脆弱性

評価を行い、施策の推進方針を位置付けました。 

また、本市で取り組む雨水貯留施設の整備や田んぼダムの利活用促進を

流域治水プロジェクトに位置づけ、流出抑制対策を行っているところです。 

しかし、平成 23 年７月新潟・福島豪雨や令和元年東日本台風において、

信濃川・阿賀野川では既往最大流量を記録するなど大規模な出水が頻発し

ており、「河川改修等の治水対策等」の脆弱性評価としては、危険な状況と

なっているとされていることから、引き続き「減災・防災国土強靱化のための５

か年加速化対策」に基づく治水対策を推進していただく必要があります。信

濃川においては、もぐり橋の一つである小須戸橋架け替えを本市と連携し進

めていただいていますが、引き続き、治水対策の推進（やすらぎ堤整備など）、

流下能力向上の推進（信濃川河道掘削、もぐり橋解消）について要望します。 

また、阿賀野川においては、背後に中心市街地を抱え、破堤した場合に

甚大な被害が想定される江南区蔵岡地区の水衝部対策や、浸透対策など

質的整備による堤防の強化対策の着実な実施を要望します。 

流域治水に取り組む一員として、本市においても率先して流出抑制対策

に取り組みますので、国においても必要な治水対策等を推進いただきますよ

う要望します。 

【本市の現状】 

阿賀野川、信濃川の下流域はゼロメートル地帯を含む低平地が広がって

おり、常時ポンプ排水を要する地域もあることから、一度浸水が発生すると長

期化しその被害は甚大となります。 

【提案・要望の効果】 

新潟市国土強靭化地域計画の２本柱のひとつ、「足元の安心安全の確保」

に向け、大規模自然災害のリスクから、市民の生命や財産を守り、社会経済

活動を維持し、迅速な復旧・復興が可能となります。 
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●信濃川の流下能力向上の推進

（河道掘削、もぐり橋解消）

阿賀野川、信濃川下流域の標高図
標高が高い

標高が低い

海抜 0m

新潟市

日 本 海

【標高マップ】

●治水対策事業の促進

（やすらぎ堤）

●阿賀野川の水衝部対策

及び浸透対策の推進

やすらぎ堤の整備状況

やすらぎ堤の標準横断面

やすらぎ堤川まつり

（約4万人）
ミズベリング信濃川やすらぎ堤

（約4万人）

※資料：H18～R1河川水辺の国勢調査（空間利用実態調査）より

小須戸橋付近の出水状況（平成23年7月30日撮影）
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３６ 広域新潟海岸の侵食対策の推進・促進 

 

（国土交通省）  

新潟市国土強靭化地域計画に沿って、本市の中心市街地を背後に

控えた、特に侵食が著しい広域新潟海岸の保全対策として、次の事項

を要望します。 

①海岸保全施設整備による海浜の安定化、直轄海岸である金衛町工

区の重点的整備の推進 

②新潟県管理海岸の整備の促進 

 

【提案・要望理由】 

本市では、「新潟市国土強靭化地域計画～足元の安心安全×防災・

救援首都を目指して～」を策定し、この中で「河川洪水や異常気象等での

突発的又は広域かつ長期的な浸水等による死傷者の発生」など 17 項目

の脆弱性評価を行い、施策の推進方針を位置付けました。 

海岸保全施策等の整備の脆弱性評価としては、日本海特有の冬季風

浪などの厳しい気象、海象条件や沿岸漂砂の遮断、河川からの土砂供給

の減少などにより、砂浜が年々減少し、海岸侵食も著しく、海岸背後地へ

の被害が懸念されています。海岸の早期安定化を図るため、重点的に海

岸保全施設を整備する必要があることから、本市海岸の海岸侵食対策の

推進・促進について、特段のご配慮をお願いします。 

 

【本市の現状】 

本市における産業・経済活動の拠点や重要な交通網が海岸に隣接し

ていることから、海岸侵食が与える被害は甚大となる恐れがあるため、侵食

対策は喫緊の課題となっています。また、海岸背後の公園エリアと一体と

なった海浜の創出は政令指定都市・新潟の魅力を高めることになると期待

されています。 

 

【提案・要望の効果】 

新潟市国土強靭化地域計画の２本柱のひとつ、「足元の安心安全の確

保」に向け、市民の生命や財産を守るとともに、海水浴等の海浜利用の促

進に寄与します。 
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補助海岸侵食対策 【新潟県管理】

新潟市内の広域新潟海岸侵食対策

直轄海岸保全施設整備事業（金衛町工区）【事業主体：北陸地方整備局　信濃川下流河川事務所】

海水浴で賑わう四ツ郷屋浜

（平成１６年）

国道402号

新潟海岸バイパス

（平成２６年７月）

サンドパック

（平成２９年２月）

（昭和４８年の内野浜） （平成１８年１１月） （平成２７年１０月）

関屋浜海水浴場の侵食状況（平成１８年９月）市街地を背後に控え、侵食が著しい新潟海岸

（平成１７年１１月） （令和４年８月） 完成イメージ図
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３７ 信濃川水系中ノ口川の国による 

水系一貫となった治水対策の推進 

 

（国土交通省）  

治水や利水において広範囲に影響を及ぼす信濃川水系中ノ口川に

ついて、国と県の緊密な連携による、水系一貫となった治水対策の推進

を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

中ノ口川は、信濃川から分派し、越後平野を貫流して再び信濃川下流

に合流する延長約 32ｋｍの一級河川です。 

河川管理者である新潟県では昭和 33 年度から河川改修事業に着手し、

堤防護岸等の対策を進めていますが、いまだに堤防高不足の区間や数

多くのカミソリ堤の区間があるなど安全性が低く、平成 16 年７月及び平成

23 年７月の出水時には堤防天端下 20cm まで水位が上昇し、また漏水し

た箇所もあり、周辺住民は破堤に対する多大な不安を抱えています。 

信濃川では、災害復旧等関連緊急事業が概成しましたが、中ノ口川は

工事規模が非常に大きく、工事期間が長期化しているため、依然として信

濃川より治水安全度が低い状況です。 

このため、両河川に挟まれた本市南区では、依然として危険な状態が

継続していますので、国と県の緊密な連携による、水系一貫となった治水

対策の推進を要望します。 

 

【本市の現状】 

中ノ口川沿川にはゼロメートル地帯を含む低平地が広がり、自然排水

が非常に困難な地域であるため、堤防が破堤した場合の浸水は長期化し、

その被害は甚大なものとなります。 

 

【提案・要望の効果】 

中ノ口川の治水安全度の早期向上が期待されるとともに、信濃川と中ノ

口川の維持管理の連携が強化され、出水に対する対応能力が向上し安

心・安全なまちづくりに寄与します。 
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＜今回の洪水で破堤した場合の推定＞
高さの低い堤防が仮に決壊した場合（左岸３ｋ付近）
床上浸水戸数 620戸 被災人口 4,159人
床下浸水戸数 861戸 浸水面積 1,788ha
浸水戸数合計 1,481戸 被害額 342億円

平成23年7月新潟・福島豪雨における検証チーム・懇談会最終報告書より

平時も漏水箇所が

随所に見られる

根岸橋付近

＜平成23年7月新潟・福島豪雨における中ノ口川＞

七穂付近

20時間以上にわたり計画高水位を超え、非常に危険な状況となった。

中ノ口川の堤防には切り立った「カミソリ堤」が随所に

見られる。カミソリ堤は堤防の断面が不足しているた

め、河川水の浸透路長が短く、漏水の危険性がある。

カミソリ堤

＜信濃川水系中ノ口川流路＞
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３８ 老朽化が進む下水道施設の機能確保への支援 

 

（国土交通省） 

下水道施設の機能確保のため、老朽化した下水道施設の改築・更

新事業への国費支援の継続及び事業費の確保を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

下水道は極めて公共性の高い社会資本であり、その国庫補助金は、地

方財政法上、国が義務的に支出する負担金として整理されており、下水

道事業を実施する地方公共団体は、恒久化された補助率の下での国庫

補助制度を前提として管理運営を行っています。 

令和元年度の財政制度等審議会において、「施設ごとの公共性を踏ま

え、使用料収入を適切に確保し、管渠等に係る公費投入の効率化を図る

べき」との指摘を受け、令和３年度から、分流汚水管及び合流管の改築に

係る交付対象範囲が縮小されました。将来、下水道施設の改築・更新事

業への国費支援が更に縮小された場合、計画的に施設の改築が進めら

れず、道路陥没やトイレの使用停止といった事態が想定され、市民生活維

持に重大な支障を及ぼす恐れがあります。 

今後も下水道サービスを持続可能なものとして安定的に供給するため、

下水道施設の改築への国費支援の継続が必要です。 

 

【本市の現状】 

本市は、市全域に低平地が広がっており、市域の３割が海抜ゼロメート

ル地帯であることから、管理する人口 10 万人当たりの管渠延長やポンプ

場、マンホールポンプの施設数は、他の政令市と比べ多い状況です。 

また、昭和 27 年に単独公共下水道事業に着手して以降、これら多くの

施設の老朽化が本格的に進行しています。 

 

【提案・要望の効果】 

安定した維持管理財源の確保により、下水道施設の劣化が進行する前

に機能回復が図られます。 

更に、延命化のための効果的な対策が可能となり、ライフサイクルコスト

の縮減が図られるとともに、道路陥没事故等を未然に防止することができ、

下水道サービスの安全性と信頼性を確保されることにより、社会経済活動

の継続性の強化が図られ、「しごと」と「ひと」の好循環が生まれ魅力的な

「まち」の創出に貢献します。 
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S27 S37 S47 S57 H4 H14 H24 R4

総主要設備数 約980台

老朽主要設備数

（標準耐用年数）単年度整備主要設備数

和暦(年)

総主要設備数

R4年度末時点

老朽主要設備数（標準耐用年数）

約650台(約67％)

老朽化施設の増加

下水道施設のストックの現状と機能保持の必要性

◆下水道施設のストックと老朽化の現状

陥没回数 道路陥没の発生回数

◆管渠の老朽化による道路陥没発生状況

管の破損

標準耐用年数を経過した管渠延長

標準耐用年数を経過した主要設備数

単年度主要設備数（台） 総主要設備数（台）

ポンプ主軸の腐食

「下水道管に起因する道路陥没発生箇所（R2～R4年度)」

道路陥没：事業着手が早い船見・中部処理区で多く発生

・管渠は布設後３０年以上経過すると道路陥没のリ
スク増

・船見処理区では、予防保全による改築効果により
陥没発生の急増を抑えているが、Ｈ２９年から
改築を始めた中部処理区では、陥没件数が増

船見処理区

中部処理区

R2年度

R3年度

R4年度

(令和４年度末)
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３９ 総合的な浸水対策及び 

下水道施設の地震対策への支援 

（国土交通省） 

総合的な浸水対策及び下水道施設の地震対策を推進するため、次

の事項を要望します。 

① 下水道による浸水対策を計画的に推進するため長期的に安定した

事業費の確保 

② 下水道施設の地震対策を計画的に推進するため長期的に安定した

事業費の確保 
 

【提案・要望理由】  

近年の気候変動の影響により気象災害は激甚化・頻発化するとともに、

大規模地震の発生も切迫しています。そのような中、令和４年８月に本市

東区のポンプ場に設置してある雨量計において、１時間に 124.5mm の雨

量を観測し、床上浸水など多くの被害が発生しました。本市においても、

事前防災の観点も含めたハード・ソフト一体となった総合的な浸水対策や

大規模地震への対策を行う必要があり、これらの対策には時間を要するた

め長期的な支援が必要です。 

① 本市では床上浸水件数の約３割に相当する区域の対策が未だ完了し

ておらず、多くの期間と事業費を要します。また、市民が行う雨水浸透

ます・貯留タンクの設置など各種助成制度への支援も積極的に取り組

んでおり、ハード整備にソフト対策を加えた総合的な浸水対策を推進

するため、引続き長期的に安定した事業費の確保を要望します。 

② 地震対策についても、総合地震対策計画に基づき、緊急輸送路下の

幹線管渠を主体に耐震化を進めていますが、完了までには多くの期間

と事業費を要します。これらの課題を解消し、足元の安心安全を確保

するため、引き続き長期的に安定した事業費の確保を要望します。 

【本市の現状】 

① 令和３年度末現在の都市浸水対策達成率は、59.8％と低い状況にな

っています。また、本市は、海抜ゼロメートル以下の低地部が多く、雨

水排水は 31 箇所と多くのポンプ場に依存しています。 

② 令和３年度末現在のポンプ場・処理場等の施設 54 箇所のうち、48.1％

が、また、重要な幹線管渠などの延長約 600km のうち、47.0％が耐震

化されていない状況です。 
【提案・要望の効果】 

安定的な事業費の確保により、本市が直面する様々な大規模自然災害

のリスクから、市民の生命や財産を守り、本市の社会経済活動を維持する

ことで、足元の安心安全が確保され、国土強靱化に寄与します。 
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総合的な浸水対策の必要性

浸水被害状況（H10.8.4）

◆新潟市における主な浸水被害
・H10.8. 4 時間最大 97mm/h 床上・床下浸水被害 12,475件
・H23.7.28 時間最大 88.5mm/h    床上・床下浸水被害 357件
・R 4.8. 4 時間最大124.5mm/h 床上・床下浸水被害 125件

◆ 現在取り組んでいる大規模な浸水対策施設整備 （ハード対策）

・松浜排水区松浜雨水ポンプ場調整池築造工事（R7年度完了予定）
・鳥屋野・万代・下所島排水区雨水バイパス管下水道工事（R6年度完了予定）

鳥屋野・万代・下所島排水区雨水バイパス管下水道工事
◎鳥屋野・万代・下所島排水区に位置する新潟駅およびその周辺は、特に商業・業務施設が密集

しており、都市機能の確保の観点から、雨水管等の整備により、浸水被害の早期軽減を図る。

事 業 下水道浸水被害軽減総合計画 （１時間５０ミリの降雨に対応する下水道施設整備）

事業期間
第１期 令和元年度～令和９年度
雨水管渠 φ3500㎜ L=2,540mほか

事業期間
第２期 令和６年度～（予定）
雨水管渠 φ2800㎜ L=800mほか
幸西ポンプ場整備 Q=38.5m3/秒

◆ 各種助成制度による支援 （ソフト対策）

[H10.8.4豪雨（97mm/h）想定浸水シミュレーション]

P

【事業計画箇所】

【貯留タンク】 【設置イメージ】

浸水被害状況（H23.7.28）

東区山木戸 秋葉区下興野

浸水被害状況（R4.8.4）

東区山の下町
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４０ 下水道による効率的な汚水処理や 

資源の有効活用など持続可能な事業運営への支援 

（国土交通省） 

持続可能な下水道事業の運営のため、次の事項を要望します。 

① 汚水処理施設整備の 10 年概成に向けた継続的な支援 

② 下水道施設における資源エネルギー利活用事業への普及拡大に

向けての積極的な支援 

【提案・要望理由】 

① 本市の美しい自然・田園環境を守り育てるため、地域の実情に応じた

選択と集中による 10 年概成に向けた汚水処理施設整備の継続的な支

援を要望します。 

② 歩行空間の確保や公共交通の利便促進を図るためには、冬季におけ

る利便性の向上が必要です。   

下水熱は市街地に安定かつ豊富にある未利用エネルギーであることか

ら、冬季の歩道融雪や車道融雪の実証実験に取り組んでおり、さらなる

普及拡大に向けての積極的な支援を要望します。 

 

【本市の現状】 

① 下水道を含む汚水処理人口普及率は令和３年度末時点で 90.3％と全

国平均以下である上、経営の健全化を図る必要があることから、下水

道整備区域の縮小を図り、下水道の代替となる合併処理浄化槽の設

置を促進するために浄化槽設置補助制度を拡充し、下水道と合併処

理浄化槽の２本柱による効率的な汚水処理施設の整備を進めるととも

に、普及啓発にも取り組んでいます。 

② 下水処理場では消化ガス発電設備を平成 25 年１月に供用し、発電量

増加に向け、刈草と下水汚泥の混合消化施設を平成 28 年度より稼働

しています。平成 30 年度から令和元年度には、下水道革新的技術実

証事業（B－DASH プロジェクト）を活用し、通学路に指定されている横

断歩道を含む交差点部において、下水熱による車道融雪の実証実験

を行い、令和２年度からは、自主研究を進めています。 

 

【提案・要望の効果】 
汚水処理施設整備の 10 年概成に向けた継続的な支援や資源エネル

ギーの利活用事業への普及拡大は、水質保全や快適な生活環境の形成

及び下水道事業の経営健全化と創エネ・省エネによる脱炭素化の推進や

災害時の下水処理継続に必要なエネルギーの確保に寄与します。 
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効率的な下水道整備と資源の有効活用

◆汚水処理施設整備の進捗状況と効果

汚水処理施設整備の概ね１０年概成に向けた支援が必要

◆下水道施設における資源エネルギー利活用の取組み

・歩道融雪（H27～供用）
・車道融雪（H30～R1実証実験）（R2～自主研究）

下水道が有するポテンシャルを最大限
に発揮するため、下水道施設における
資源エネルギー利活用事業への普及拡
大に向けて積極的な支援が必要

・中部下水処理場の消化ガス発電量増加に向けた
刈草と下水汚泥の混合消化（H24～H25実証実験）

・刈草との混合消化施設整備（H28～供用）

水処理施設

刈草収集

消化槽

消化ガス発電
混合消化

刈草との混合消化
による消化ガス

の増量

脱水汚泥
場外搬出

廃熱有効利用
（消化槽加温）

下水処理によって
発生する汚泥

公園、道路、河川
敷等で発生する
刈草

100%有効活用
（セメント原料など）

消化ガス
有効活用

処理場内電力として使用

●下水道整備区域の見直しと新たな合併処理浄化槽設置補助制度

融雪状況（全景）

歩道融雪施設
（市役所バスターミナル）

車道融雪施設
（中央区寄居町）

下水道整備区域の見直し

・これまでの下水道整備区域 約２０，４００ｈａ

・見直し後の下水道整備区域 約１６，２００ｈａ

⇒ 縮小面積 約４，２００ｈａ

合併処理浄化槽設置補助制度の拡充

・補助対象となる区域の拡大

・補助対象となる工事の拡大

・一部区域は「新築」に伴う浄化槽設置も補助

普及率：90.3％ ( 21都市中20位 [全国平均92.6%] )

汚水処理人口普及率の大都市比較（R03末）
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４１ 日本海側エネルギーインフラの整備 

（経済産業省） 

首都直下地震や南海トラフ巨大地震の発生が懸念される中、太平洋側

に偏った機能配置を見直し、日本海側の拠点形成を推進する必要があ

り、LNG 基地やガスパイプライン、カーボンニュートラルに資するインフラを

日本海側へ適正配置することは、国土強靭化はもとよりエネルギー調達の

多様化・効率化や地方創生の観点からも重要であることから、さらなる環境

整備を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

我が国のエネルギー供給拠点は、太平洋側に集中しており、首都直下

地震や南海トラフ巨大地震が発生した場合、日本全体のエネルギー需要

に対する供給能力が長期にわたり低下することが想定されることから、日

本海国土軸の確立とともに本市の救援・代替機能強化を早期に図る必要

があります。 

一定のエネルギーインフラが集積している本市を基幹ガスパイプライン

の起点と位置付け、大規模 LNG 受入基地や広域ガスパイプライン、地下

貯蔵施設（ガス田）のさらなる活用に加え、国と地方が一体となって進める

国土強靭化や SDGｓ目標への取り組みであるカーボンニュートラルを推進

し、エネルギー調達の多様化・効率化につなげていくため、エネルギー供

給拠点として環境を整備することを要望します。 
   

【本市の現状】 

新潟東港周辺には、電気・ガス・石油など一定のエネルギー関連の施設が

集積しており、これらに再生可能・次世代エネルギーも含め重点的に整備・

活用することで早期にエネルギー供給源の多様化を図ることが可能です。 

とりわけ広域ガスパイプラインを本市へ延伸することで、長岡地域に多く存

在し、本市にも存在するガス田と、国際拠点港湾である新潟港での LNG 輸

入及び受入基地の活用促進が見込まれます。 
 

【提案・要望の効果】 

平時からのエネルギー供給体制を、日本海側にも整備・強化することで、

充実した国民生活と円滑な企業活動が継続し、有事における救援・復旧

機能が強化され、国土強靭化が図られるとともに、エネルギー調達の多様

化・効率化につながります。また、本市においてエネルギー関連施設の集

積が進むことで新たに派生する産業等により、地方創生にも寄与します。 
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＜ 国土強靭化推進の方向性 ＞

■新潟港周辺には、既存のエネルギー関連施設が集積
・石油備蓄国内第1号基地，国産原油の出荷施設，油槽所集積
・ＬＮＧ受入れ基地，ガスパイプラインの起点（新潟－仙台）
・国内有数の大容量火力発電所（東北電力東新潟火力発電所）

日本海側エネルギーインフラの整備

エネルギー分野での国土強靭化

＜エネルギー政策＞

首都直下地震や南海トラフ巨大地震などの緊急時において、日本海側から
首都圏等へのエネルギー供給に関するインフラ整備は必要

・ガスパイプライン網の強化・大規模LNG受入基地の拡充
・カーボンニュートラルに資するインフラの整備

川口

長岡

多賀

列島横断基幹ガスPLの整備

新潟
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４２ 国民健康保険事業の安定的運営のための支援 

 

（厚生労働省） 

国民健康保険事業の安定的運営を図るため、国庫負担の引上げ等

の財政支援措置を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

国民健康保険は、被保険者に高齢者や低所得者が多く、医療費水準

が高いという構造的課題を抱えています。近年、被保険者は減少している

ものの、一人当たり医療費は伸び続け、国民健康保険財政を圧迫してい

る現状です。 

医療保険制度改革関連法に基づく、県単位での運営や財政基盤の 

安定化等の措置が講じられていますが、課題解決には至らない状況です。 

国民健康保険事業の安定的運営を図るため、更なる国庫負担の引上

げや、保険者支援の拡充を要望します。 

併せて、「地方単独事業の医療費助成に対する国庫負担金の減額措

置」については、子どもの医療費助成に係る一部の見直しに留まらず、 

全ての医療費助成制度について減額措置を撤廃するよう要望します。 

さらに、令和４年度に創設された「子どもに係る均等割保険料の５割軽

減措置」については、対象年齢が未就学児に限定されていることから、子

育て世帯の負担軽減を図るため、対象年齢及び軽減割合を引上げるよう

要望します。 

   

【本市の現状】 

これまで、保険料収納対策への取組みを強化するとともに、医療費適正化

のための各種事業を行いながら、安定した国民健康保険財政の維持に努め

てきましたが、昨今の物価高騰や新型コロナウイルス感染症は地域経済に重

大な影響を与え、加入者の保険料負担は重い状況です。 

また、今後も加入者の所得減少や収納率低下により、保険料が減収する

恐れがあることから、財政運営上の懸念が生じています。 

 

【提案・要望の効果】 

国からの財政支援措置により、今後も、国民皆保険の基盤をなす国民

健康保険事業の安定的運営及び低所得者の保険料負担の軽減を図るこ

とができます。 
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４３ 介護保険制度の安定的運営のための支援 
 

（厚生労働省） 

介護保険制度の安定的運営を図るため、国庫負担割合の引上げ

等の財政措置を要望します。 

また、介護予防・日常生活支援総合事業について、地方自治体の

実情に応じて柔軟に対応することを要望します。 

さらに、介護従事者の人材確保に結びつく必要な対策を講ずること 

を要望します。 

【提案・要望理由】 

毎年増え続ける介護保険給付費が自治体の財政や被保険者の保険料の負担と

なっているため、国庫負担割合の引き上げ、並びに保険料及び利用料の更なる負

担軽減策をするよう要望します。 

介護予防・日常生活支援総合事業については、都市部において事業費の増加

が見込まれ、上限額を超えることも想定されることから、上限額を超える場合には包

括的支援事業・任意事業を含めた総上限額の範囲内での弾力的な運用を可能とし、

さらには個別協議により柔軟に対応するよう要望します。 

介護人材の確保については、介護従事者の離職率及び求人倍率が高く、人材確

保が難しい状況です。令和４年２月から、介護職員の処遇改善を目的とした制度が

始まり、令和４年 10 月以降は介護報酬に組み込まれましたが、介護人材の確保対

策としては、十分とはいえないため更なる対策を講ずるよう要望します。 
 

【本市の現状】 

保険料の基準額は、改定のたびに上昇し、これ以上の負担を第１号被保険者に

求めることは極めて困難になっています。 

介護予防・日常生活支援総合事業の経費支出予定額が上限を超えた場合の個

別協議は、例外を除き認められていませんが、今後も高齢者の増加に伴い上限を

超えることが予想されるため、柔軟な対応が必要です。 

介護人材の確保については、介護従事者の離職率及び求人倍率が高く人材確

保が難しい状況であり、必要な対策を講ずる必要があります。 
 

【提案・要望の効果】 

国庫負担の割合が増えることにより、第１号被保険者の保険料及び利用料の上昇

が抑制され、介護保険制度の安定的運営が図られます。 

総合事業を安定的に運用することにより、住民主体の多様な支援や介護予防事

業の充実を図ることができ、要介護・要支援に至らない高齢者の増加が見込まれ、

介護にかかる費用の効率化が図られます。 

介護従事者の人材確保に結びつく必要な対策を更に講ずることにより、介護人材

の安定的な確保が図られます。 
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４４ 難病対策の充実と財政措置 

 

（厚生労働省） 

難病対策について引き続き推進し、難病患者の負担軽減を図るととも

に、大都市特例の施行により指定都市が新たに支弁している特定医療費

について、適切かつ確実な財政措置を講ずるとともに、人件費についても

必要な財政支援を行うよう要望します。 

 

【提案・要望理由】 

  平成 27 年１月から施行された「難病の患者に対する医療等に関する法

律（難病法）」では、令和３年 11 月に医療費助成の対象となる指定難病が

338 疾病に拡大されたところですが、国においてさらなる指定難病の拡大

を検討される場合、具体的なスケジュールや内容を早期に示すとともに、

引き続き指定難病の拡大を図りつつ、患者負担の軽減を図られるよう要望

します。 

また、平成 30 年４月の大都市特例の施行により、指定都市が支弁する

こととなった特定医療費の支給に要する費用は非常に重い負担であること

から、これに係る所要額を実態とかい離がないよう積算し、指定都市に新

たに生じた経費について、道府県から税財源を移譲するなど国の責任に

おいて適切な財政措置を講ずるよう要望します。 

さらに、指定都市による制度運営が円滑に実施できるよう、支給認定等

の事務に関する標準的な事務処理手順の提示や、人件費などの事務費

も国庫負担に含めるとともに、補助率の引き上げを行うなど、十分な財政

支援を行うよう要望します。 

   

【本市の現状】 

大都市特例による移譲に伴う事務のため、人件費やシステム運用経費が

増加したことに加え、特定医療費の支給に要する財政負担が非常に大きく、

令和５年度に要する経費は、約 11 億円となっています。 

 

【提案・要望の効果】 

  難病法による難病対策が安定的かつ円滑に行われることで、難病患者

に対する良質かつ適切な医療の確保及び難病患者の療養生活の質の維

持向上が図られます。 
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４５ 脱炭素社会の実現 

 

（環境省） 

地域脱炭素の実現について、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の

継続・拡充を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

令和４年度に「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」が創設され、意欲

的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対し、複数年度にわたり継続

的かつ包括的な支援が講じられました。 

人口や産業、経済活動が集積する、高次都市機能を備えた本市は、地

域脱炭素に向けた施策を展開するにあたり、省エネ化する建築物や導入

する再エネ設備など、事業規模が必然的に大きくなることが想定されます。 

このような地域特性も踏まえ、独自性や先進性の高い取組を継続して

展開できるよう、交付金の継続、全体の予算規模の拡充、及び自治体の

規模によらず一律とされている交付金上限額の見直しを要望します。 

   

【本市の現状】 

2050 年ゼロカーボンシティ実現に向け、令和 5 年 6 月に「第 4 次新潟市

地球温暖化対策実行計画」を策定し、2030 年度の温室効果ガス排出削減目

標（2013 年度比△50％）や 2050 年度までの再生可能エネルギー導入目標

を新たに設定するとともに、地域脱炭素に向けたロードマップを示す「新潟市

ゼロカーボン戦略 2050」を取りまとめることとしています。 

本戦略に基づき、本市の課題や特性を踏まえつつ、太陽光発電の普及、

ZEB・ZEH の普及、次世代自動車の普及を図っていくこととしておりますが、

取り組みを進めるためには、継続的な財源の確保が必要となっています。 

 

【提案・要望の効果】 

本市の課題や特性を踏まえ、「新潟市ゼロカーボン戦略」に示す３つの

重点的取組事項である、太陽光発電の普及、ZEB・ZEH の普及、次世代

自動車の普及の推進に寄与し、本市の温室効果ガス削減目標の達成に

大きく貢献します。 
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４６ 廃棄物処理施設の整備にかかる財源の確保 

 

（環境省） 

廃棄物を適正に処理し、市民の生活環境の保全と公衆衛生の向上を

図るため、廃棄物処理施設の整備が計画的かつ着実に実施できるよう、

循環型社会形成推進交付金の安定的かつ継続的な予算確保と財政支

援措置を要望します。 

 

【提案・要望理由】 

廃棄物を適正に処理し、市民の生活環境の保全と公衆衛生の向上を

図っていくためには、廃棄物処理施設を計画的に整備していくことが重要

です。 

廃棄物処理施設の建設や解体には、一時的に多額の経費が必要であ

り、令和２年度から取り組んでいる新焼却施設整備事業については、循環

型社会形成推進交付金を活用して事業を推進しています。 

本事業を着実に進めるため、交付金予算を安定的かつ継続的に確保

し、十分な財政支援措置を講じることを要望します。 

 

【本市の現状】 

本市では、今後のごみ量の減少を踏まえるとともに、現４焼却施設のうち

更新時期を迎える施設を統合し、２施設体制に集約化を図るため、新焼

却施設整備事業（亀田清掃センターの建替え）に取り組んでいます。 

施設の統合・更新に際しては、説明会を開催して地元住民の理解を得

ながら、一部事務組合及び共同処理する他町や、廃止予定である既存施

設の維持管理計画など、多面的な調整を図りながら進めています。 

本事業の実施と確実な進捗には、循環型社会形成推進交付金による

財政支援措置が必要です。 
 

【提案・要望の効果】 

廃棄物の適正処理の推進とともに、施設統合による持続的かつ効率的

な処理体制が構築できます。また、耐震・耐水性確保により、防災・備蓄拠

点として地域防災力の向上が期待できます。 

さらに、施設更新に伴う発電効率の上昇により、再生可能エネルギーで

ある廃棄物エネルギーのより一層の有効活用が可能となり、本市の掲げる

ゼロカーボンシティの実現に寄与します。 
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新潟市 焼却施設の統合と更新

新田清掃センター【継続】
（H24.３竣工）

鎧潟クリーンセンター【停止】
（H14.３竣工）

豊栄環境センター【停止】
（S55.12竣工）
一部事務組合の施設

亀田清掃センター【更新】
（H9.3竣工）

白根グリーンタワー
【H24停止済み】

新津クリーンセンター
【H28停止済み】

市町村合併時

６施設

現在

４施設

将来

２施設

焼却
施設数

焼却施設の配置と統合

統合と更新の効果

新焼却施設整備事業

新焼却施設整備スケジュール

動き / 年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11～

地元説明

環境影響評価

事業手法の検討
及び事業者選定

建設工事

施設稼働

現施設解体(予定)
跡地利用

適 宜 実 施

PFI等導入検討 発注準備・事業者選定

建 設 工 事

適正処理の推進、効率的な処理体制の構築

地域防災力の向上 ゼロカーボンシティの実現

 耐震性、浸水対策により災害時の
施設性能を確保

 避難所、防災拠点としての活用

 統合による大型化、最新技術の導入により、
ごみ発電（再生可能エネルギー）の最大化

 電力の地産地消による地域の低炭素化

 施設の老朽化に伴う故障等のリスクを回避し、適正処理、安定処理を確保

 ごみ量の減少、国の施設集約化の方針に基づき、統合を進め、施設整備費、運営費を効率化
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一般提案・要望 
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４７ すべての水俣病被害者の救済に向けた取組の推進 

 

（環境省） 

水俣病被害者の早期救済や患者救済の枠組みの見直しに取り組むと

ともに、被害の声をあげることができる環境の整備を一層推進することを要

望します。 

 

【提案・要望理由】 

平成 25 年４月の最高裁判決以降、「公害健康被害の補償等に関する

法律（以下、公健法という。）」に基づく患者認定申請が増加するとともに、

認定や損害賠償を求める提訴も相次いでいます。 

本市においては、公健法に基づく認定審査の迅速化に努めていますが、

発生から半世紀以上が過ぎ、被害者も高齢化しており、この問題の解決

は喫緊の課題となっています。 

このような状況を踏まえ、国においては、水俣病に関する客観的評価法

等を活用した健康調査のあり方の検討を早期に進めることや被害の実態

把握に努めるとともに、水俣病の被害を受けたすべての方々の早期救済

に向けて積極的に取り組むことが必要です。また、水俣病の終局的な問題

解決のため、ばく露と症状の因果関係の立証に当たっては、発生から半

世紀以上が経過していることを踏まえた対応を行うなど、患者救済につい

て、抜本的に枠組み全体の見直しを行うことが必要です。 

さらに、今もなお、いわれのない偏見や差別をおそれ、被害の声をあげ

ることのできない方々がいると考えられることから、水俣病の被害を受けた

すべての方々が被害の声をあげることができる環境の整備のため、差別や

偏見の解消のための啓発や、いわゆる「もやい直し」の取組みを、国も参

画して一層推進することが必要です。 

 

【本市の現状】 

公健法に基づく認定審査の処分を巡って、平成 29 年 11 月に、本市を

被告とした新潟水俣病抗告訴訟の高裁判決があり、それを受けて原告９

人全員を水俣病に認定したほか、平成 31 年２月、令和２年１月及び同年８

月には、認定を求める新たな抗告訴訟が提起されています。 
 

【提案・要望の効果】 

水俣病の被害を受けたすべての方々が等しく患者と認められ、水俣病

問題の全面的な解決が図られます。 
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４８ 原子力発電所の安全対策 

 

（経済産業省・原子力規制庁） 

原子力事業の安心・安全が確保できるよう、万全、かつ実効性のある防

災対策等を講じるとともに、施設の安全性や原子力事業者の適格性を十

分に確認し、県民に対し正確な情報提供が迅速に行われるよう要望しま

す。併せて、原子力防災対策は広域的な調整が不可欠なことから、国・

県・市町村と原子力事業者が相互に連携し、問題解決が図れるよう、更な

る支援を要望します。 

【提案・要望理由】 

新たな「原子力災害対策指針」や「新規制基準」に基づき、原子力施設

の防災・安全対策が進んでいます。新潟県においても平成 29 年 12 月に

原子力規制委員会より柏崎刈羽原子力発電所６・７号機発電用原子炉設

置変更の許可が出され、令和２年 10 月に７号機の工事計画と保安規定に

ついても認可されましたが、その後に東京電力ホールディングス株式会社

の不祥事が多発し、原発運転の適格性について疑義が生じています。 

政府は、今夏以降再稼働を目指す原子力発電所に柏崎刈羽原子力発

電所 6・7 号機を挙げていますが、原子力発電施設に対する地元住民の

不安を解消するためには、国が施設の安全性や東京電力の適格性を十

分に確認し、市民・県民に対して正確な情報を提供するとともに、国・県・

市町村や東京電力が相互に連携し、実効性のある防災対策等を実施す

ることが重要です。 

 

【本市の現状】 

県内 30 市町村による「市町村による原子力安全対策に関する研究会」を

立ち上げ、東京電力と安全協定を締結し、原子力発電所連絡会で情報共有

と意見交換を行っています。 

また、本市は UPZ 外であることから、原子力防災のための地域防災計画

（原子力事故災害対策計画）を独自に策定してあります。 

国の原子力災害対策指針では、UPZ 外における防護措置について、情報

伝達体制の整備や避難計画の作成等の事前対策にかかる実効性や具体性

が確保された状況とは言えません。 

 

【提案・要望の効果】 

原子力発電所の安全対策の向上が図られるほか、国民・県民の安心安

全の確保に寄与します。 
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４９ 北朝鮮による拉致問題の早期解決 

（内閣官房） 

横田めぐみさんをはじめとした拉致被害者全員の一刻も早い帰国の

実現を要望します。また、北朝鮮による拉致の疑いが濃厚な特定失踪者

である大澤孝司さんをはじめ、行方不明となっている多くの方々がいるこ

とから、問題の全容解明に向け、日朝首脳会談の早期実現など、政府

を挙げて全力で取り組むことを要望します。 

【提案・要望理由】 

 本市において、昭和 52 年 11 月 15 日に、当時、寄居中学１年生の横田

めぐみさんが北朝鮮に拉致され、また、昭和 49 年２月 24 日に新潟県佐渡

で失踪した本市出身の大澤孝司さんが、特定失踪者問題調査会により

「拉致の疑いが濃厚」であるとされています。 

平成 26 年５月の日朝政府間協議において、北朝鮮政府は特別調査委

員会を設置し、日本人拉致被害者等の全面調査を約束したにもかかわら

ず、一方的な調査の全面中止と同委員会の解体を発表しました。 

平成 31 年２月に、拉致被害者家族会と救う会は、金正恩朝鮮労働党

委員長（当時）あてに共同メッセージを発信するなど、問題解決に向けた

協力を改めて訴えました。しかし、令和２年６月には横田めぐみさんの父滋

さんが逝去されるなど、拉致被害者家族は高齢化が進んでおり、拉致問

題解決にはもはや一刻の猶予もありません。 

このような中、岸田首相は「拉致問題は政府の最重要課題」とし「私の手

で必ず解決しなければならない」と繰り返し力強い約束をされていることか

ら、この時機を逸することなく、拉致被害者全員の早期帰国及び真相の究

明に向け、日朝首脳会談の早期実現など、政府を挙げて全力で取り組む

ことを要望します。   

【本市の現状】 

本市では、毎年、横田めぐみさんが拉致された 11 月 15 日の前後に県民

集会を開催するほか、写真展・ビデオ上映会など、機会あるごとに市民への

啓発を行うとともに、市単独または市長会を通じて内閣総理大臣や政府に対

し、拉致事件の徹底究明と早期解決の要請を行ってきました。また、これまで

の市民レベルでの活動に加え、昨年 12 月には、議員提案による「新潟市拉

致問題等啓発推進条例」を制定するなど、議会と連携して拉致問題解決に

取り組んでいます。 

【提案・要望の効果】 

 拉致問題の早期解決を図ることにより、拉致被害者の皆さんが帰国する

ことができます。 
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５０ 東日本大震災に係る避難者支援 

 

（復興庁） 

避難者の多様なニーズに即した支援の実施を要望します。 

併せて、受入自治体の避難者支援に対して適切な財政措置を講ずる

よう要望します。 

 

【提案・要望理由】 

東日本大震災から 10 年以上が経過しましたが、いまだに多数の被災県

住民が県境を越えた避難を余儀なくされています。本市への避難者は放

射性物質による健康への影響を危惧される方や、避難生活の長期化によ

り本市に生活の基盤ができたため、避難元への帰還を決められない方が

多数を占めています。 

国においては、これまでも様々な支援策を講じていますが、避難先での

住居や雇用、経済面などに不安を抱える避難者は、先が見えないまま精

神的苦痛を抱えています。 

つきましては、避難者の不安を解消し、安定した生活を実現するため、

避難者の選択を尊重した「子ども・被災者支援法」の理念に基づき、避難

元への帰還あるいは避難先での定住の意向を含め、避難者の声を聴きな

がら、ニーズに即した支援の実施を要望します。 

併せて、受入自治体の避難者支援に対して、適切な財政措置を継続

的に講じるよう要望します。 

   

【本市の現状】 

令和５年３月末現在で、800 名弱の方が本市へ避難しています。避難者は

住居や経済面など様々な面で不安を抱えながら生活しています。 

 

【提案・要望の効果】 

避難者の不安が解消されることによって、安定した生活を送ることができ

ます。 
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５１ 石油流出対策事業に関する支援 

（経済産業省・環境省） 

石油流出対策に関する次の費用について、財政支援を要望します。 

①廃止石油坑井封鎖事業実施に要する費用 

②河川、水路に流出した石油の回収や処分にかかる費用 

 

【提案・要望理由】 

 平成 15 年度に「廃止石油坑井封鎖事業費補助金」が創設され、地方公

共団体が実施する対策のうち、坑井封鎖に必要な調査や工事の費用は

国が補助し、国と地方公共団体が一体となり対策を講じています。 

本市秋葉区においては、令和３年度より廃止石油坑井封鎖事業に取り

組んでおり、国からの財政支援の継続を要望します。 

また、廃止石油坑井に起因する漏油の処理費は財政支援を拡充して

いただいたものの、河川、水路に流出した石油の回収や処分にかかる費

用は従前から地方公共団体が全額負担しており、市財政に影響を及ぼし

ていることから、国による財政支援を要望します。 

 

【本市の現状】 

 本市における石油坑井は、明治６年(1873 年)発布の日本坑法に基づき、 

事業者が石油採掘許可（鉱業権）を得て採掘してきたものですが、全ての 

鉱業権者が倒産、廃業し、石油坑井の管理者がいない状況です。 

現在、手掘り、機械掘り合わせて約 600 箇所の坑井が確認されており、

複数の坑井から石油の湧出が発生しています。 

そのため、湧出石油の回収と処分を行うとともに、令和４年２月から「廃止

石油坑井封鎖事業費補助金」（経済産業省）を活用し、石油坑井の状況

や周辺調査に取り組んでいます。 

また、上記以外から発生する自然湧出の石油の回収・処分も継続的に実

施しており、全国的に見ても事例は少なく、本市が抱える特殊な問題となっ

ています。 

 

【提案・要望の効果】 

国・地方公共団体が一体となって対策を講じることにより、石油の河川、

水路への流出を防止するなど、漏えいによる被害の解消及び将来的な被

害・事故防止を図ることができます。 
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【経緯】 

●令和３年度 

小康状態だった小口地区及び朝日地区で再び湧出量が増加したため、

予備費や補正予算により対策を強化。小口地区は令和３年 10 月下旬か

ら同年 12 月にかけ、石油と泥水が 5 回噴出。同地区では令和４年２月か

ら廃止石油坑井封鎖事業により石油坑井の基礎調査を実施。朝日地区

は引き続き湧出はあるものの、小康状態。 

（石油回収・処分量：小口地区約 1.8 万 L、朝日地区約７万 L） 

●令和４年度 

 小口地区及び朝日地区は小康状態が続く。廃止石油坑井封鎖事業に

より両地区を含む新津油田の地質調査業務を実施。 

 （石油回収・処分量：小口地区約 0.45 万Ｌ、朝日地区約 0.35 万Ｌ） 

【位置図及び写真】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費の推移】 

 

 

 

 

 

 

朝日地区

小口地区

32,400 

30,654 

50,137 

7,832 

18,375 
1,667 

2,449 

6,125 
73,500 

5,000 

7,344 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000

R5

R4

R3

R2

石油流出対策事業費の推移（小口・朝日地区）
R4は決算見込、R5は予算額

市単独費 (回収・処分費) 市単独費 (廃止石油坑井封鎖事業費)
県補助金 (廃止石油坑井封鎖事業費) 国補助金 (廃止石油坑井封鎖事業費)

130,400 

37,321 

59,930 

7,832 廃止石油坑井封鎖事業費 
R3）  9,793 
R4）  6,667 
R5） 98,000 

（千円） 

（年度） 
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５２ 放射性物質を含む浄水汚泥の処分 

 

（環境省） 

指定廃棄物について、放射能濃度の減衰を待つことなく、早期の全量

処分に向けた対応を図るよう要望します。 

また、現時点における放射能濃度を把握するため、早期に再測定を行

うことを要望します。 

 

【提案・要望理由】 

本市の浄水場構内において、放射能濃度が 8,000 ㏃/㎏を超える浄水

汚泥（以下「指定廃棄物」という。）の一時保管を余儀なくされた、平成 23

年３月の原発事故発生以来、既に 12 年が経過しています。 

当該浄水場は、小学校に隣接し住宅地にも囲まれており、一時保管の長

期化により、従来にも増して近隣住民からの速やかな処分や移送に係る要

望が強くなるなど、対応に苦慮しているところです。 

この問題の更なる長期化は、地域住民の安心確保、および水道事業の信

頼確保のためにも避けなければなりません。 

また、指定廃棄物の発生以来、放射能濃度の減衰状況を確認していない

ことから、今後の見通しも確認できない状況にあります。 

つきましては、全ての指定廃棄物の処分に向けて、あらゆる手段を検討し、

速やかな対応を図るよう要望するものです。 

 

【本市の現状】 

指定廃棄物の処分については、放射性物質汚染対処特措法等で、国が

発生県内に最終処分場を確保し処分することとされていますが、いまだに処

分先が決まらず、浄水場内に一時保管せざるを得ない状況にあります。 

このような中、令和４年度に満願寺浄水場では、放射能濃度の減衰により

指定解除を受け処分が完了しました。 

阿賀野川浄水場については、指定時点の放射能濃度が高く、全ての指定

解除が可能となるまでには、更に数十年の期間が必要と推計しています。 

 

【提案・要望の効果】 

指定廃棄物の全量処分により地域住民の安心が確保されます。 

また、放射能濃度の再測定により、8,000 ㏃/㎏を下回るものがあれば指

定を解除し処分を進めることが可能となり、残る指定廃棄物についても、今

後の処分方法検討の一助となります。 
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